
 

消 防 年 報 

 

平 成 ２５ 年 版 

 

 

 

 

 

 

筑西広域市町村圏事務組合 

消 防 本 部 



は し が き 

 

この年報は、筑西広域圏内の消防現勢及び平成２５年度中の消防業務に関す

る諸般の統計を収録したものであり、消防の現況を関係者はもとより、広く一

般に紹介するために編集したものです。 

 なお、消防体制については平成２６年４月１日現在をもって編集したもので

す。これによらないものについては、当該表にそれぞれ記載した年月日により

作成したものです。 

 この資料が、広く防災対策等への取り組みにご活用いただければ幸甚の至り

に存じます。 
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総 務 関 係 
 

 

平成２６年度消防本部業務重点施策 
                            

「市民の安全を守り、安心できるまちをきずく」 
                            

旺盛な士気と、厳正な規律を有する消防組織を確立し、消防力を最大限に発揮することで、

市民の安全を守り、安心できるまちをきずく。 

 

 

 総務部門 

１ 厳正な規律の保持と和衷協同した組織を構築 

   消防の基礎である厳正な規律を確実にすることで、常に迅速的確で秩序ある行動

を保持し、今般、複雑多様化している災害等、消防諸般の要求に適応できる消防力

を充実する。 

職員全員が一体となって力を合わせ、常に消防活動に万全を期して、消防の責務

を完遂できる組織を構築する。 

 

２ 高度・専門化したスペシャリストを育成し消防力の実をあげる 

複雑・多様化する住民ニーズに対応するため、高度専門化する消防業務に必要な

人材を育成し、組織としての災害対応力を強化、もって消防力の実をあげて総合的

な防災力を向上させる。 

 



－1－ 

筑西広域市町村圏域の概況 

 

筑西広域市町村圏は、茨城県の西部に位置し、県都水戸市から４０～５０ｋｍ圏、筑波研究学

園都市から２０～４０ｋｍ圏、首都東京から７０～９０ｋｍ圏にあり、結城市、筑西市、桜川市の３市で

構成されています。面積は４５０．９７ｋ㎡、人口は２０２，０６０人となっています。そして「水と緑」に

囲まれた、豊かな自然環境と雨引観音等をはじめとする優れた歴史と文化が融合した、落ち着き

のある生活文化空間を形成しています。 

筑西圏内では過去に小貝川の大洪水、ダウンバースト、東日本大震災に加え、一昨年の５月

には竜巻が発生し、大きな被害をもたらしました。今後も大規模災害の発生が懸念されており、

迅速的確な対応が図れるよう、地域に存在する総合的な防災力の充実に総力をあげて取り

組まなければなりません。 

人口の減少や少子高齢化などさまざまな諸問題が取り巻き厳しい状況下ではあります

が、住民の負託に応え安心で安全な魅力のあるまちづくりを推進してまいります。 

 

             

 



－２－ 

筑西広域市町村圏消防の概要 

(平成２６年４月１日現在) 

 

１ 広域消防現勢  昭和４８年４月 発足（２市５町１村） 

                    平成１７年３月２８日 １市３町が合併（２市２町１村） 

平成１７年１０月１日 ２町１村が合併（３市） 

          面 積 ４５０．９７平方キロメートル 

          世帯数 ６８，９２８戸  人口 ２０２，０６０人 

               

２ 人員・車両数 

     （ １本部・３署・５分署・２出張所 ） 

             定 数  ２８７人・現 員 ２８３人 

車 両 総 数・・・・５１台 

普 通 ポ ン プ 車 ５台 救 助 工 作 車 １台 

水槽付ポンプ車 １０台 指 揮 車 １台 

化 学 車 １台 救 急 車 １１台 

梯 子 車 ２台 搬 送 車 ２台 

水  槽  車 １台 指 令 車 等 １７台 

           

                              

３ 消 防 団 等 

  （１）消  防  団(１，６６３人)３団９２分団   （３）幼年消防クラブ(１，２６４人)  ２７団体 

  （２）婦人防火クラブ(  １８９人)   ５団体   （ ４ ） 少 年 消 防 ク ラ ブ (７ ０ ６人 )   1８団体 

 

４ 消 防 水 利  合 計  ６，０１８箇所 

          （１）防火水槽（２０㎥級私設等含む）１，８４５箇所 

          （２）消火栓（私設含む）      ４，０５３箇所 

          （３）その他              １２０箇所 

 

５ 火災・救急件数                  （平成２５年度） 

             （１）火 災      （２）救 急 

           合 計   ８０件   出動件数  ７，７２３件 

           建 物   ５６件   搬送件数  ７，０９９件 

           車 両    ９件   搬送人員  ７，２０３人 

           林 野    ０件 

           その他   １５件 

 

６ 防火対象物・危険物施設数        （平成２６年３月３１日現在） 

（１）防火対象物          ５，２２０棟 

（２）危険物施設          １，０８２施設 



－３－ 

消 防 の あ ゆ み 

  当広域消防は、筑西広域市町村圏振興計画に基づき、昭和 48年 4月に 2市 5町 1村 

をもって構成されました。平成 17 年 3 月 28 日には、下館市、関城町、明野町、協和町

が合併、筑西市が誕生、さらに平成 17 年 10 月 1 日には岩瀬町、真壁町、大和村が合併

して桜川市が誕生し、結城市を含めた３市の構成になりました。これからも、地域の皆

様方が消防行政の利益を平等に享受できるよう、また、日常数多く潜在する危険から地

域住民の生活を守る担い手としての責任を果たすため、防災対策の万全を期すべく日夜

精進を続けています。 

S48. 4. 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 1 

4. 5 

4. 6 

5.29 

8. 9 

8.21 

10.31 

11.15 

下館市消防本部と結城市消防本部を組合消防本部とし、下館消防署及び川島出

張所、並びに結城消防署の 2署 1出張所をもって下館地方広域市町村圏事務組

合消防本部を発足する。 

 既設消防力 

 下館消防署    消防ポンプ自動車１台、水槽付消防ポンプ 

自動車１台、化学消防ポンプ自動車１台、 

救急自動車２台、査察車１台、 

超短波無線電話基地局１局、移動局６局、 

携帯無線機９局、 

（川島出張所）  消防ポンプ自動車１台、超短波無線電話機移動局１局 

結城消防署    消防ポンプ自動車１台、水槽付消防ポンプ 

自動車１台、化学消防ポンプ自動車１台、 

救急自動車１台、指令車１台、 

超短波無線電話基地局１局、移動局６局、 

携帯無線機２局、 

職員数     下館消防署４９名、結城消防署３６名の計８５名及び    

職員３１名を増員して、総数１１６名となる。 

初代 石島 利一 消防長就任 

関彰商事株式会社より救急自動車の寄贈を受け、下館消防署に配置する。 

岩瀬消防署及び真壁消防署を開設する。（仮庁舎） 

指令車３台購入、消防本部、岩瀬消防署、真壁消防署に配置する。 

水槽付消防ポンプ自動車２台購入、岩瀬消防署、真壁消防署に配置する。 

㈶日本消防協会より救急自動車の寄贈を受け、真壁消防署に配置する。 

下館地方広域市町村圏事務組合を筑西広域市町村圏事務組合に名称が変更となる。 

電波法の改正に伴い超短波無線電話機６局購入、下記のとおり配置する。（更新） 

結城消防署  基地局１局、移動局２局 

下館消防署  移動局３局 

超短波無線電話機９局購入、下記のとおり配置する。 

消 防 本 部  移動局１局 

岩瀬消防署  基地局１局、移動局３局 

真壁消防署  移動局４局 （うち可搬型１局） 

 



－４－ 

S49. 1.24 

3.30 

3.31 

篠崎源氏より査察車（スズキフロンテ）の寄贈を受け、下館消防署に配置する 

 ㈳日本自動車工業より救急自動車の寄贈を受け、岩瀬消防署に配置する。 

  職員２名退職、総数１１４名となる。 

S49. 4. 1 

5. 7 

 

7.10 

 

7.17 

7.29 

 

8. 5 

 

10. 2 

 

 

 

10.29 

10.31 

S50. 3.31 

 職員４６名採用、総数１６０名となる。 

  関城分署、明野分署及び協和分署を開設する。（仮庁舎） 

 指令車４台購入、下館消防署、関城分署、明野分署及び協和分署に配置する。 

 真壁消防署庁舎（鉄筋コンクリート平家建 445.20 ㎡、総工費 32,111,500 円） 

 が真壁町大字山尾７９３番地に完成する。 

 携帯無線機２局購入、岩瀬消防署及び真壁消防署に配置する。 

 超短波無線電話機移動局４局購入、下館消防署、関城分署、明野分署及び協和

分署に配置する。 

 岩瀬消防署庁舎（鉄筋コンクリート平家建 442.55 ㎡、総工費 32,419,000 円） 

 が岩瀬町大字岩瀬３７２番地の２に完成する。 

 水槽付消防ポンプ自動車４台購入、関城分署、明野分署、協和分署及び結城南

出張所に配置する。 

超短波無線電話機移動局４局購入、関城分署、明野分署、協和分署及び結城南

出張所に配置する。 

普通消防ポンプ自動車２台購入、岩瀬消防署、真壁消防署に配置する。 

超短波無線電話機移動局２局購入、岩瀬消防署及び真壁消防署に配置する。 

職員５名退職、総数１５５名となる。 

S50. 4. 1 

 

 

4. 7 

 

4.12 

 

７. 4 

 

9. 5 

 

10. 1 

S51. 1.20 

1.28 

3. 2 

3. 3 

3.16 

3.22 

3.31 

 結城南出張所（鉄筋コンクリート平家建 250.80 ㎡、総工費 32,062,000 円）が

結城市大字大木１１３８番地に完成する。 

 職員２１名採用、総数１７６名となる。 

 関城分署庁舎（鉄筋コンクリート平家建 250.80 ㎡、総工費 31,342,000 円）が

関城町大字上野１０４５番地の１に完成する。 

 明野分署庁舎（鉄筋コンクリート平家建 248.0 ㎡、総工費 30,943,000 円）が

明野町大字倉持１１２３番地の１に完成する。 

 協和分署庁舎（鉄筋コンクリート平家建 253.30 ㎡、総工費 30,993,000 円）が

協和町大字門井１９７６番地の１に完成する。 

 ㈶日本消防協会より救急自動車の寄贈を受け、関城分署に配置する。 

 超短波無線電話機移動局２局購入、消防本部及び関城分署に配置する。 

 職員２２名採用、総数１９８名となる。 

 はしご付消防ポンプ自動車を購入、下館消防署に配置する。 

 超短波無線電話機移動局１局購入、下館消防署に配置する。 

 株式会社森田ポンプより乗用車(ﾄﾖﾀｸﾗｳﾝ)の寄贈を受け、消防本部に配置する。 

 超短波無線電話機２局購入、明野分署及び協和分署に配置する。 

 山之内製薬株式会社より救急自動車の寄贈を受け、協和分署に配置する。 

 救急自動車を購入、明野分署に配置する。 

 職員３名退職、総数１９５名となる。 

 



－５－ 

S51. 4. 1 

5. 1 

7.22 

 

10. 1 

10.20 

S52. 1.24 

1.31 

職員２名採用、総数１９７名となる。 

 職員２名採用、総数１９９名となる。下館消防署特別救助隊発足する。 

 携帯無線機５局購入、岩瀬消防署、真壁消防署、関城分署、明野分署、協和分

署各１局配置する。 

職員２名採用、総数２０１名となる。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入、結城消防署に配置する。（更新） 

㈳日本損害保険協会より救急自動車の寄贈を受け結城消防署に配置する。 

職員１名退職、総数２００名となる。 

S52. 7. 1 

9.12 

 

12.16 

S53. 3.31 

職員３名採用、総数２０３名となる。 

超短波無線電話機移動局４局購入、関城分署（可搬型）明野分署（可搬型）協

和分署（可搬型）及び結城消防署に配置する。 

普通消防ポンプ自動車１台購入、下館川島出張所に配置する。(更新) 

職員２名退職、総数２０１名となる。 

S53. 4. 1 

5. 1 

5. 2 

8.31 

 9.30 

10. 1 

 

12.18 

S54. 3.31 

職員３名採用、総数２０４名となる。 

初代 石島 利一 消防長退任、総数２０３名となる。 

第二代 赤羽 孝夫 消防長就任 

携帯無線機４局購入、消防本部１局及び結城消防署に３局を配置する。 

第二代 赤羽 孝夫 消防長退任、総数２０２名となる。 

第三代 濱野 正 消防長事務取扱就任 

職員２名採用、総数２０４名となる。 

山林火災用小型動力ポンプを購入、岩瀬消防署に配置する。 

職員４名退職、総数２００名となる。 

S54. 6.13 

 

7.11 

8.18 

8.20 

8.31 

9. 1 

9.20 

12. 1 

S55. 2.18 

3.27 

3.31 

 専用電話集録装置８局購入、岩瀬消防署３台、真壁消防署２台、関城分署、明

野分署、協和分署に各１台配置する。 

 広報車（山林パトロール用）２台購入、岩瀬消防署及び真壁消防署に配置する。 

 小型動力ポンプを購入、真壁消防署に配置する。 

 加入電話５回線増設（岩瀬、真壁消防署及び関城、明野、協和分署に設置） 

 携帯無線機２局購入、結城消防署に配置する。 

 職員５名採用、総数２０５名となる。 

 超短波無線電話機移動局２局購入、岩瀬消防署、真壁消防署に配置する。 

 職員１名採用、総数２０６名となる。 

 加入電話１回線増設、下館消防署に設置。 

 普通消防ポンプ自動車を購入、結城消防署に配置する。（更新） 

 職員３名退職、総数２０３名となる。 

S55. 4. 1 

7.29 

 

9.20 

12.20 

 職員１名採用、総数２０４名となる。 

 広報車を購入、下館消防署に配置する。(更新) 

 指令車を購入、結城消防署に配置する。(更新) 

 加入電話１回線増設、結城消防署に設置。 

携帯無線機６局購入、消防本部、岩瀬、真壁消防署及び関城、明野、協和分署 
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S56. 3.31 

に各１局を配置する。 

職員２名退職、総数２０２名となる。 

S56.10.15 

S57. 1.26 

     3. 9 

 

3.17 

3.31 

 職員２名採用、総数２０４名となる。 

 普通消防ポンプ自動車を購入、下館消防署に配置する。(更新) 

 携帯無線機４局購入、下館消防署２局、結城消防署、岩瀬消防署に各１局を配

置する。 

㈳日本損害保険協会より救急自動車の寄贈を受け、下館消防署に配置する。 

消防無線基地局非常電源を設置する。 

S57. 4. 5 

 

7.26 

10. 1 

10.22 

12.24 

S58. 2.16 

 

 

2.23 

2.28 

 

3. 4 

 下館市危険物安全協会より広報車（トヨタ・カローラ）の寄贈を受け、消防本

部に配置する。 

 査察車３台購入、結城、岩瀬、真壁の各消防署に配置する。 

 職員５名採用、総数２０９名となる。 

 気象観測装置を下館消防署に設置する。 

 指令車を購入、大和分署に配置する。(開設準備期間) 

 超短波無線電話機移動局４局、可搬型移動局１局購入、大和分署、下館消防署

１局(更新)、結城消防署１局(更新)を配置する。携帯無線機６局購入 

下館消防署２局、結城消防署１局、大和分署に３局をそれぞれ配置する。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入、大和分署に配置する。 

大和分署車庫（鉄筋コンクリート平家建 112.50 ㎡、総工費 31,200,000 円）が 

大和村大字羽田１０００番地に完成する。 

大和分署に加入電話２回線開設する。 

S58. 4. 1 

S59. 2. 1 

2.22 

3.31 

 大和分署を開設する。職員５名採用、総数２１４名となる。 

 職員３名採用、総数２１７名となる。 

 化学消防ポンプ自動車を購入、下館消防署に配置する。(更新) 

 職員４名退職、総数２１３名となる。 

S59. 4. 1 

 

4. 2 

5. 1 

S60. 1. 1 

3. 1 

 3.31 

 茨城県防災行政無線局を消防本部に設置する。 

 第三代 濱野 正 消防長事務取扱退任 

 第四代 池田 満 消防長就任、職員総数２１４名となる。 

 職員２名採用、総数２１６名となる。 

 科学万博消防署に職員２名派遣する。 

 科学万博消防署に職員３名派遣する。(合計５名) 

 職員１名退職、総数２１５名となる。 

S60. 6.29 

 

8. 1 

8. 3 

 

 結城消防署庁舎（鉄骨造２階建、建築面積 838.57 ㎡、延面積 1,371,57 ㎡、総

工費 225,200,000 円）が結城市みどり町２丁目３番地に完成し移転する。 

 職員４名採用、総数２１９名となる。 

㈶日本消防協会より広報車（ミツビシ・ギャラン）の寄贈を受け消防本部に配

置する。㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防

ポンプ(Ｄ－１級富士ロビン)２台の寄贈を受け、協和町｢蓮沼団地婦人防火クラ

ブ｣下館市｢羽黒婦人防火クラブ｣に配置する。 
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S60.10. 1 

 

S61. 3.31 

 国際科学技術博覧会協会より普通消防ポンプ自動車（Ａ－１級トヨタ）の寄贈

を受け、真壁消防署に配置する。 

第四代 池田 満 消防長退任 職員３名退職、総数２１５名となる。 

S61. 4. 1 

5.23 

6. 1 

8. 5 

 

 8. 7 

 

S62. 3.31 

第五代 肥田 猛 消防長就任 職員１名採用、総数２１６名となる。 

救助艇（船外機付）を購入、結城消防署に配置する。 

職員１名採用、総数２１７名となる。 

台風１０号水害により、大規模特殊災害広域航空消防応援により東京消防庁及

び横浜市消防局航空隊の応援を受ける。 

㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級トーハツ)の寄贈を受け｢結城市国府町婦人防火クラブ｣に配置する。 

職員１名退職、総数２１６名となる。 

S62. 6.29 

8. 3 

 

 

8.25 

 

9.17 

12. 1 

S63. 1.21 

3. 4 

 消防指令広報車１台購入、関城分署に配置する。(更新) 

 ㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級シバウラ)２台の寄贈を受け、「岩瀬町飯渕・久原婦人防火クラブ」及

び「関城町上野婦人防火クラブ」に配置する。 

第３回茨城県幼年・少年・婦人防火大会が下館市で開催され、会員 1,200 名が

参加する。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入、下館消防署に配置する。(更新) 

職員１名採用、総数２１７名となる。 

㈳日本自動車工業会より救急自動車の寄贈を受け、岩瀬消防署に配置する。 

救急自動車を２台購入、下館消防署、結城消防署に配置する。(更新) 

S63. 7.30 

 

 

8.30 

12.27 

 

H1. 1.27 

3.31 

㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級ラビット)２台の寄贈を受け、「下館市市野辺婦人防火クラブ」及び「関

城町西保末婦人防火クラブ」に配置する。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入、岩瀬消防署に配置する。(更新) 

救急自動車４台購入、真壁消防署、関城分署、明野分署、協和分署に配置する。

(更新) 

 消防指令広報車を購入、結城消防署に配置する。(更新) 

 携帯無線機２局購入、結城消防署、真壁消防署に配置する。 

 職員１名退職、総数２１６名となる。 

H1. 5.30 

7.27 

8.30 

10. 1 

10.11 

10.30 

 

 

 消防指令広報車３台購入、下館、岩瀬、真壁消防署に配置する。(更新) 

 携帯無線機２局購入、関城分署、明野分署に配置する。 

 下館消防署の放送設備を更新する。 

 職員２名採用、総数２１８名となる。 

水槽付消防ポンプ自動車２台購入、結城消防署、真壁消防署に配置する。(更新) 

 ㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級トーハツ)の寄贈を受け真壁町「東山田婦人防火クラブ」に配置する。 

 ㈶日本防火協会より防火広報車の寄贈を受け、消防本部に配置する。下館消防 

 署の電話設備を更新する。 
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H2. 3. 1 

3.31 

 ㈳日本損害保険協会より救急車の寄贈を受け、下館消防署に配置する。(更新) 

職員３名退職、総数２１５名となる。 

H2. 4. 1 

5.24 

5.31 

6.18 

8. 2 

 

 

8. 6 

 

9.11 

 

H3. 3.31 

 職員３名採用、総数２１８名となる。 

 電話ファクシミリを購入、下館消防署に設置する。 

 真壁消防署の電話設備を更新する。 

 消防指令広報車２台購入、明野分署、協和分署に設置する。(更新) 

 ㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級シバウラ)の寄贈を受け、協和町「蓮沼団地婦人防火クラブ」に配置

する。 

岩瀬消防署の無線基地局を更新する。携帯無線機２局購入、結城消防署、協和

分署に設置する。 

水槽付消防ポンプ自動車３台購入、関城分署、明野分署、協和分署に配置する。

(更新) 

職員３名退職、総数２１５名となる。 

H3. 4. 1 

5.23 

6.15 

 

6.26 

12.18 

12.25 

H4. 1.29 

 

 

 

 3.13 

 

3.31 

 

 職員１名採用、総数２１６名となる。 

 電話ファクシミリを購入し、結城、岩瀬、真壁消防署に設置する。 

 連絡車を購入し、消防本部に配置する。(更新)  査察車を購入し、下館消防署

に配置する。(更新) 

岩瀬消防署の電話設備を更新する。 

化学消防ポンプ自動車を購入し、結城消防署に配置する。(更新) 

ひとり暮らし老人等緊急通報システムの開通式並びに業務を開始する。 

㈳日本損害保険協会より救急車の寄贈を受け、結城消防署に配置する。(更新) 

㈱広沢電気より多目的電源照明車の寄贈を受け、下館消防署に配置する。 

自動車電話、心電図伝送装置を購入し全救急車に配備、救急心電図伝送システ

ムを開始する。 

 車載用無線機２局、携帯無線機２局を購入し、下館消防署、結城消防署に配置

する。(更新) 

普通消防ポンプ自動車を購入し、岩瀬消防署に配置する。(更新) 

職員３名退職、総数２１３名となる。 

H4. 4. 1 

11.1 

11.5 

H5. 3. 3 

 

3.31 

 職員５名採用、総数２１８名となる。 

 職員１名採用、総数２１９名となる。 

 普通消防ポンプ自動車を購入し、下館消防署に配置する。(更新) 

 水槽付消防ポンプ自動車を購入し結城消防署に配置する。(更新) 救助工作車  

 を購入し、下館消防署に配置する。(増強) 

 職員６名退職、総数２１３名となる。 

H5. 4. 1 

10. 1 

10.29 

職員６名採用、総数２１９名となる。 

 職員２名採用、総数２２１名となる。 

 消防職員互助会及び筑西防火管理協議会より、一部寄付を受けマイクロバスを 

 購入する。 
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H5.12.24 

 

H6. 3.31 

３０メートル級はしご付消防ポンプ自動車を購入し結城消防署に配置する。 

（増強） 

 第五代 肥田 猛 消防長退任  職員３名退職、総数２１７名となる。 

H6. 4. 2 

10. 1 

10.19 

12. 1 

H7. 1. 1 

2.17 

3.16 

3.20 

3.30 

 

3.31 

 第六代 生井 一郎 消防長就任 職員１０名採用、総数２２８名となる。 

 職員２名採用、総数２３０名となる。 

 広報車を購入し、下館消防署に配置する。(更新) 

 職員１名採用、総数２３１名となる。 

 職員１名採用、総数２３２名となる。火災初期出動体制の改善を実施する。 

 救助工作車を購入し、結城消防署に配置する。(増強) 

 普通消防ポンプ自動車を購入し結城消防署に配置する。(更新) 

 下館消防署に無線局（基地局の全国波）を設置する。(増強) 

 広報車（山林パトロール用）２台購入し、岩瀬消防署及び真壁消防署に配置す

る。(更新) 

 職員４名退職、総数２２８名となる。 

H7. 4. 1 

5.12 

7.26 

10. 1 

11.14 

12.25 

H8. 3.31 

 職員８名採用、総数２３６名となる。 

 救急救命士法(平成３年法律第３６号)施行後初の救急救命士免許取得者１名となる。 

 広報車を購入し、消防本部、結城消防署に配置する。(増強) 

 職員１名採用、総数２３７名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計２名となる。 

 高規格救急車を購入し下館消防署に配置する。(増強)  救急救命士２名配置。 

 職員３名退職、総数２３４名となる。 

H8. 4. 1 

6.25 

 

 

7. 1 

7.10 

 

8.27 

 

11. 5 

 

H9. 1.29 

     

2. 3 

 2.13 

3.22 

3.27 

 

 職員２名採用、総数２３６名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設に係る用地の代行買収委託契約 

を筑西広域市町村圏事務組合管理者と㈶下館市開発公社副理事長との間で締結  

する。 

 職員３名採用、総数２３９名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設用地に係る買収契約を下館市開発

公社と地権者５名で締結する。 

下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設事業に係る設計会社選定方法につ

いて、首長会議の結果公募プロポ－ザル方式に決定する。 

３８メートル級梯子付消防ポンプ自動車を購入し下館消防署に配置する。 

（更新） 

下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設事業の基本設計委託業務に係る公

募型プロポーザル審査会を開催し、最適コンサルタント１社を選出する。 

救急自動車を購入し真壁消防署に配置する。(更新) 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事基本設計業務に着手する。 

 化学防護服２着及び簡易画像探索機を購入し下館消防署に配置する。(増強) 

下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事基本設計計画報告書が提出さ 

 れる。 
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H9. 3.31  第六代 生井 一郎 消防長退任  職員５名退職、総数２３３名となる。 

H9. 4. 1 

4.10 

5.19 

5.20 

9. 1 

10.24 

11.20 

H10. 2. 2 

 

2.27 

3.20 

 

 

3.31 

第七代 篠田 昭宣 消防長就任  職員５名採用、総数２３９名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事実施設計業務に着手する。 

 救急救命士免許取得者１名、計３名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事の地質調査業務に着手する。 

 指令車を購入、大和分署に配置する。(更新) 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事実施設計報告書が提出される 

 救急救命士免許取得者１名、計４名となる。 

 ９年・１０年度下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎、建設工事、電気設備

工事、機械設備工事を契約、工事に着手する。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事安全祈願祭を実施する。 

 普通消防ポンプ自動車を購入し下館消防署川島出張所に配置する。(更新) 

 高規格救急車を購入し結城消防署に配置する。(増強) 救急救命士２名配置。 

 救急車２台を購入し関城分署、明野分署に配置する。(更新) 

 職員１名退職、総数２３８名となる。 

H10. 5.20 

6.23 

7. 1 

7.31 

 9.30 

10.28 

 

11.25 

12.16 

H11. 3.23 

3.31 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎訓練塔工事及び外構工事を契約する。 

 筑西広域消防本部消防緊急通信指令施設を契約する。 

 職員８名採用、総数２４６名となる。 

 筑西広域消防本部消防緊急通信指令施設発信地表示システムを契約する。 

 筑西広域消防本部防災展示ホール施設工事を契約する。 

 水槽付消防ポンプ自動車を購入し、大和分署に配置する。(更新) 

 救急車を購入し、協和分署に配置する。(更新) 

 救急救命士免許取得者１名、計５名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎備品を契約する。 

 筑西広域消防本部・下館消防署併用庁舎が竣工 

 第七代 篠田 昭宣 消防長退任  職員２名退職、総数２４３名となる。 

H11. 4. 1 

 

 

 

5. 1 

9.12 

11.26 

12. 6 

 

H12. 3.31 

 筑西広域消防本部・下館消防署新庁舎で業務を開始する。 

 第八代 内田 昭治 消防長就任 

 職員１名採用、総数２４４名となる。 

 茨城県防災航空隊へ１名派遣する。 

 職員１名採用、総数２４５名となる。 

 大関消防司令補殉職、総数２４４名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計６名となる。 

 化学消防ポンプ自動車を購入し、下館消防署に配置する。(更新) 

消防ポンプ自動車を購入し、真壁消防署に配置する。(更新) 

 職員４名退職、総数２４０名となる。 

H12. 4. 1 

5.26 

H12.11.14 

   11.21 

職員５名採用、総数２４５名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計７名となる。 

救急救命士免許取得者１名、計８名となる。 

 高規格救急車を購入し、岩瀬消防署に配置する。(更新) 救急救命士２名配置。 
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H13. 3.31  第八代 内田 昭治 消防長退任  職員４名退職、総数２４０名となる。 

H13. 4. 1 

 

 

4.26 

6. 8 

6.27 

10.16 

12. 3 

H14. 1.30 

2.28 

3.31 

 第九代 藤田 隆  消防長就任 

 職員７名採用、総数２４７名となる。 

 救急車を大和分署に配置する。(増強) 

 救急救命士免許取得者１名、計９名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計１０名となる。 

 指令車を購入し、関城分署に配置する。(更新) 

 クレーン付搬送車・救助艇を購入し、下館消防署に配置する。(増強) 

 救急救命士免許取得者１名、計１１名となる。 

 救急車を購入し、大和分署に配置する。(更新) 

 指令車を購入し、結城消防署に配置する。(更新) 

 第九代 藤田 隆  消防長退任  職員２名退職、総数２４４名となる。 

H14. 4. 1 

 

 

 

6. 6 

11.26 

12.20 

 

H15. 3.31 

 第十代 本橋 幾郎 消防長就任 

 職員９名採用、総数２５４名となる。(救命士免許取得者１名含む) 

 救急救命士免許取得者１名、計１２名となる。 

 茨城県防災航空隊へ１名派遣する。 

 救急救命士免許取得者１名、計１３名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計１４名となる。 

 災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車を購入し、下館消防署に配置する。(更新) 

 小型動力ポンプ付大型水槽車を購入し、下館消防署に配置する。(増強) 

職員７名退職、総数２４７名となる。 

H15. 4. 1 

5. 6 

10.29 

 

11.13 

 

12. 9 

 

H16. 3.31 

 職員１１名採用、総数２５８名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計１５名となる。 

 指令車を購入し、岩瀬消防署に配置する。（更新） 

 指令車を購入し、真壁消防署に配置する。（更新） 

  災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車を購入し、岩瀬消防署に配置する。 

（更新） 

 災害対応特殊救急自動車を購入し、真壁消防署に配置する。（更新） 

 救急救命士免許取得者１名、計１６名となる。 

  職員１名退職、総数２５７名となる。 

H16. 4. 1 

5. 7 

11. 9 

11.19 

12. 7 

12.26 

H17. 2. 1 

2.28 

  3.28 

3.31 

 

 職員８名採用、総数２６５名となる。  

 救急救命士免許取得者１名、計１７名となる。  

 災害対応特殊救急自動車を購入し、下館消防署川島出張所に配置する。（更新） 

 救急救命士免許取得者１名、計１８名となる。 

 指導車（ウイングロード）を購入し、下館消防署に配置する。（更新） 

 職員１名退職、総数２６４名となる。  

 職員１名採用、総数２６５名となる。 

 職員１名退職、総数２６４名となる。 

下館市、関城町、明野町、協和町が合併、『筑西市』となる。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入し、真壁消防署、結城消防署南出張所に配置 

する。（更新） 職員２名退職、総数２６２名となる。 
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H17.4. 1 

5.11 

10. 1 

11.10 

11.21 

H18. 3.10 

3.27 

3.31 

職員８名採用、総数２７０名となる。（救命士免許取得者２名含む） 

救急救命士免許取得者１名、計２１名となる。 

岩瀬町、真壁町、大和村が合併、『桜川市』となる。 

救急救命士免許取得者１名、計２２名となる。 

指令車を購入し、明野分署、協和分署に配置する。（更新） 

高規格救急車を購入し、下館消防署に配置する。（更新） 

水槽付消防ポンプ自動車を購入し、関城分署、明野分署に配置する。（更新） 

 職員５名退職、総数２６５名となる。 

H18.4.１ 

11.6 

H19.3.15 

 

 

 

3.31 

 

 職員８名採用、総数２７３名となる。 

 職員 1 名退職、総数２７２名となる。 

広報車を購入し、下館消防署に配置する。（更新） 

 災害対応特殊救急自動車を購入し、結城消防署に配置する。（更新） 

 災害対応特殊消防ポンプ自動車（600ℓ水槽付）を購入し、岩瀬消防署に配置す

る。（普通ポンプ車の更新） 

 水槽付消防ポンプ自動車を購入し、協和分署に配置する。（更新） 

 第十代 本橋 幾郎 消防長退任 

 職員５名退職、広域事務局へ１名転出、総数２６６名となる。 

H19.4.1 

4.26 

6.1 

11.22 

H20.1.20 

H20.3.31 

 第十一代 飯村 勝行 消防長就任 職員８名採用、総数２７４名となる。 

 救急救命士免許取得者 1 名、計２３名となる。 

職員 1 名採用、総数２７５名となる。 

職員 1 名退職、総数２７４名となる。 

職員 1 名退職、総数２７３名となる。 

職員 5 名退職、総数２６８名となる。 

H20.4.1 

 

 

 

 

 

4.15 

4.21 

 

6.30 

10.1 

10.20 

3.31 

 消防本部組織再編  

下館消防署を筑西消防署に名称変更、関城・明野・協和分署が筑西消防署の管

轄分署となる。 

 岩瀬消防署を桜川消防署に名称変更、真壁消防署の組織を変更し真壁分署と 

なる。真壁・大和分署が桜川消防署の管轄分署となる。 

茨城県防災航空隊へ１名派遣する。 

桜川消防署に北関東自動車道路供用開始に伴い救急車を配置する。（増強） 

消防本部の救急車（予備車）を廃車する。 

救急救命士免許取得者 1 名、計２４名となる。 

肥田猛氏より連絡車（パッソ）の寄贈を受け、消防本部に配置する。 

消防緊急通信指令施設を高機能消防通信システムに部分更新する。 

職員 1 名退職、総数２６７名となる。 

 第十一代 飯村 勝行 消防長退任 

職員 7 名退職、広域事務局へ１名転出、総数２５９名となる。 

H21.4.1 

 

4.22 

 第十二代 大和田  消防長就任 

 職員９名採用、総数２６８名となる。（救命士免許取得者２名含む） 

 救急救命士免許取得者３名、計２９名となる。 
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H21.10.31 

12.1 

 

H22.1.22 

3.25 

3.31 

職員１名退職、総数２６７名となる。 

高規格救急車を購入し、桜川消防署に配置する。（更新） 

高規格救急車を購入し、筑西消防署明野分署に配置する。（更新） 

電源照明車を廃車する 

指揮車を購入し、消防本部に配置する。（更新） 

 職員７名退職、総数２６０名となる。 

H22.4.1 

4.13 

H23.1.18 

3.11 

3.28 

3.31 

職員１０名採用、総数２７０名となる。 

救急救命士免許取得者２名、計３１名となる。 

救助工作車（Ⅲ型）を購入し、筑西消防署に配置する。（更新） 

東日本大震災により大和分署庁舎が被災し使用できなくなる。 

指令車を購入し、結城消防署に配置する。（更新） 

職員７名退職、総数２６３名となる。 

H23.4.1 

 

 

5.11 

9.30 

10.1 

12.1 

H24.3.8 

3.31 

職員１０名採用、総数２７３名となる。 

救急救命士免許取得者１名、計３２名となる。 

広域事務局から２名、総務課へ配属となる。 

救急救命士免許取得者３名、計３５名となる。 

職員１名退職、総数２７２名となる。 

大和分署庁舎が仮プレハブ庁舎にて業務を再開する。 

高規格救急車を購入し、結城消防署に配置する。（更新） 

水槽付消防ポンプ自動車(CAFS搭載)を購入し筑西消防署に配置する。（更新） 

職員７名退職、総数２６５名となる。 

広域事務局からの出向者２名、広域事務局へ異動する。 

H24.4.1 

 

 

5.10 

9.14 

H25.2.1 

3.7 

 

      

3.31 

職員１０名採用、総数２７５名となる。 

救急救命士免許取得者２名、計３７名となる。 

広域事務局から１名、総務課へ配属となる。 

救急救命士免許取得者２名、計３９名となる。 

被災した大和分署庁舎解体。 

茨城消防救急無線指令センター運営協議会事務局へ 1名出向となる。 

水槽付消防ポンプ車（CAFS・救助資機材搭載）を購入し、結城消防署に配置

する。（更新） 

高規格救急車を購入し、筑西消防署協和分署に配置する。（更新） 

職員１７名退職、総数２５８名となる。 

広域事務局からの出向者１名、広域事務局へ異動する。 

H25.4.1 

 

 

 

 

4.8 

4.30 

5.8 

5.31 

第十三代 森  正雄 消防長就任 

職員１４名採用、総数２７３名となる。 

救急救命士免許取得者１名、計４０名となる。 

広域事務局から１名、総務課へ配属となる。 

㈶日本消防協会へ１名出向となる。 

救急救命士免許取得者４名、計４４名となる。 

職員１名退職、総数２７２名となる。 

第十四代 柴  勝昭 消防長就任 

職員１名退職、総員２７１名となる。 
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10.31 

H25.12.17 

〃 

 

3.31 

水槽付化学消防車を結城消防署へ配置換えする。 

高規格救急車を購入し、筑西消防署関城分署に配置する。（更新） 

水槽付消防ポンプ車（CAFS・救助資機材搭載）を購入し、桜川消防署に配置

する。（更新） 

職員１６名退職、総数２５５名となる。 

広域事務局からの出向者１名、広域事務局へ異動する。 

H26.4.1 

 

 

 

 

H26.8.1 

桜川消防署に特別救助隊を発足する。 

職員２８名採用、総数２８３名となる。 

救急救命士免許取得者１０名、計５４名となる。 

広域事務局から１名、総務課へ配属となる。 

 茨城県防災航空隊へ１名派遣する。 

 職員３名採用、総数２８６名となる。 

 救急救命士免許取得者３名、計５７名となる。 

 



筑西市 1,288,024,000 50.9% 539,562,851 53.3% 394,793,982 52.0% 353,667,129 47.0%

結城市 619,994,000 24.5% 266,089,100 26.3% 172,204,127 22.7% 181,700,544 23.9%

桜川市 622,811,000 24.6% 206,679,649 20.4% 192,250,591 25.3% 223,881,027 29.1%

職員割　(30%)

（単位：円）

合　　計 2,689,614,000

8,184,000 予　備　費 1,000,000

113,000,000

164,401,000公　債　費0

2,557,009,000

105,200,000

15,000,000

※筑西消防署・消防本部消防庁舎敷地の特別分賦金　２６，１８０千円は含まない。

100.0%100.0% 759,248,700 100.0% 759,248,700

平 成 ２ ５ 年 度 消 防 当 初 予 算

平 成 ２ ５ 年 度 消 防 分 賦 金 明 細

（単位：円）（単位：円）

歳　　　　　出

職員給与関係経費

県補助金

2,245,402,000

165,811,000

歳　　　　　入

合   計

消防分賦金

組　合　債

2,530,829,000

繰　越　金

使用料及び手数料

諸　収　入

市　別 分　賦　金

合　　計

100.0% 1,012,331,600

  消防運営事務費

消防施設整備事業

基準財政需要額割 (30%)

4,221,000

2,689,614,000

世帯割　(40%)

左　　　　　　の　　　　　　内　　　　　　訳
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構成３市の面積 ・ 人口 ・ 世帯数 

          （平成２６年４月１日現在） 

区分 

市別 
面積（㎢） 

人口（人） 世帯数

（戸） 

一世帯当り 

（人） 男 女 計 

筑西市 ２０５．３５ ５１，９８１ ５３，２５６ １０５，２３７ ３５，９８３ ２．９２ 

結城市 ６５．８４ ２６，５６１ ２６，４３６ ５２，９９７ １９，１７７ ２．７６ 

桜川市 １７９．７８ ２１，５３６ ２２，２９０ ４３，８２６ １３，７６８ ３．１８ 

合 計 ４５０．９７ １００，０７８ １０１，９８２ ２０２，０６０ ６８，９２８ ２．９５ 

 

 

消 防 車 両 等 配 置 状 況 

（平成２６年４月１日現在） 

車両別 

 

 

署 所 別 

普ポ  

通ン

プ                                     

車 

水ポ

槽ン  

付プ 

車 

梯   

子 

車 

化    

学  

車 

救工

作 

助車 

救 

急 

車 

水 

槽 

車 

搬 

送 

車 

指 

揮 

車 

指 

令 

車 

そ 

の 

他 
計 

消 防 本 部  １    １   １  ７ １０ 

筑西消防署 １ １ ※１  ※１ ※１ ※１ ※１  1 ２ １０ 

関 城 分 署  １    １    1  ３ 

明 野 分 署  １    １    1  ３ 

協 和 分 署  １    １    1  ３ 

川島出張所 １     １      ２ 

結城消防署 １ ※１ １ １  ※１  １  1  ７ 

結城南出張所  １    ※１      ２ 

桜川消防署 ※１ ※１    １    1 １ ５ 

真 壁 分 署 １ １    １    1   ４ 

大 和 分 署  １    １      ２ 

合    計 ５ １０ ２ 1 １ １１ １ ２ １ 7 １1 ５１ 

※は緊急消防援助隊登録車両 



　

　

　

　

　

　　 　

　

　

　

管理課

消防課

筑西広域市町村圏事務組合消防本部組織図

通信指令課 通 信 指 令 係

予 防 課

警 防 課

保 安 係

危 険 物 係

調 査 係

消 　防　 係

管 理 課

消防本部

消 防 課

管　理　係

総　務　係

消　防　係

保　安　係

筑西消防署

総 務 課

川島出張所消防長・次長

企 画 係
関 城 分 署

会 計 係

大 和 分 署

管 理 課

消 防 課

結城南出張
所

管 理 課

消 防 課

真 壁 分 署

指 揮 係

総　務　係

管　理　係

総　務　係

庶 務 係

予 防 係

結城消防署

桜川消防署

救急・救助係

保　安　係

総務係・管理係

消防係・保安係

総務係・管理係
明 野 分 署

協 和 分 署
総務係・管理係

消防係・保安係

消防係・保安係

消防本部　総務課作成

総務係・管理係

消防係・保安係

管　理　係

消　防　係

保　安　係

消　防　係

資料
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消 防 本 部 事 務 分 掌 

総 務 課 

(1) 公印の管守に関すること。 

(2) 文書に関すること。 

(3) 職員の昇任、昇格に関すること。 

(4) 消防関係例規に関すること。 

(5) 消防施設、建設、管理に関すること。 

(6) 職員の健康管理及び福利厚生に関すること。 

(7) 職員の共済組合及び総合事務組合に関すること。 

(8) 職員の任免、配置、服務、分限、懲戒表彰その他の人事に関すること。 

(9) 消防用財産の管理に関すること。 

(10) 予算及び経理に関すること。 

(11) 貸与品及び消耗品等に関すること。 

(12) 職員の給与、公務災害補償及び補償補塡に関すること。 

(13) 広報及び統計に関すること。 

(14) 消防事務の企画及び事務管理に関すること。 

(15) 組織及び制度に関すること。 

(16) 研修計画及び管外消防との情報連絡に関すること。 

(17) 消防職員委員会に関すること。 

(18) 他の課に属しないこと。 

     

予 防 課 

(1)  火災の予防に関すること。 

(2)  防火思想の普及に関すること。 

(3)  予防査察及び指導に関すること。 

(4)  消防相談に関すること。 

(5)  罹災証明等に関すること。 

(6)  火災の統計に関すること。 

(7) 建築確認等の同意に関すること。  

(8) 消防用設備等の設置及び指導に関すること。 

(9)  火災原因及び損害の調査に関すること。 

(10)  防火管理者及び危険物取扱者に関すること。 

(11)  防火保安団体に関すること。 

(12)  危険物製造所等の許認可に関すること。 

(13)  危険物製造所等の火災予防措置に関すること。 

(14)  少量危険物及び指定可燃物の火災予防措置に関すること。 



－１９－ 

 

（14） 液化石油ガス等貯蔵取扱施設の保安上の措置に関すること。 

（15） 防火対象物定期点検報告制度に関すること。 

 

 

警 防 課 

(1) 警防計画に関すること。 

(2) 消防の相互応援に関すること。 

(3) 火災の出動及び防ぎょに関すること。 

(4) 消防技術の調査及び研究に関すること。 

(5) 消防の教養、訓練に関すること。 

(6) 水利統制に関すること。 

(7) 防災関係機関及び医療機関との連絡に関すること。 

(8) 救急、救助に関すること。 

(9) 消防機械の配置に関すること。 

(10) 消防機器の整備及び管理に関すること。 

(11) 機関員の技能管理に関すること。 

(12) 消防地理水利及び調査に関すること。 

(13) 車両の交通事故に関すること。 

(14) 消防用油脂類及び消火薬剤の管理に関すること。 

(15) 緊急消防援助隊に関すること。 

(16) 指揮本部の設置及び運営に関すること。 

 

通 信 指 令 課 

(1) 消防緊急システムの企画、調整及び運営管理に関すること。 

(2) 通信技術の研究及び指導に関すること。 

(3) 通信施設及び器具の運用並びに維持管理に関すること。 

(4) 出動指令に関すること。 

(5) 通信統制に関すること。 

(6) 気象情報の収集及び伝達に関すること。 

(7) 各種災害情報の収集及び伝達に関すること。 

(8) 消防通信連絡に関すること。 

(9) 防災行政無線に関すること。 

(10) 火災警報及び消防情報に関すること。 

(11) その他通信指令事務に関すること。 

 

 



－２０－ 

消 防 署（分署） 事 務 分 掌 

筑西・結城・桜川消防署・真壁分署 

管理課 

 総務係 

(1)  公印の管守に関すること。 

(2)  文書に関すること。 

(3)  広報及び統計に関すること。 

(4)  予算及び経理に関すること。 

(5)  消防用財産の管理に関すること。 

(6)  職員の給与、公務災害補償及び補償補塡に関すること。 

(7)  職員の健康管理及び福利厚生に関すること。 

(8)  給貸与品及び消耗品等に関すること。 

(9)  職員の賞罰に関すること。 

(10) 職員の服装及び勤務に関すること。 

(11) 他の課又係に属さないこと。 

 

 管理係 

(1)  消防技術の調査、研究、向上に関すること。 

(2)  職員の教養、訓練に関すること。 

(3)  消防用通信施設の管理に関すること。 

(4)  消防機器の管理に関すること。 

(5)  車両の交通事故に関すること。 

(6)  消防用油脂類及び消火薬剤の管理に関すること。 

(7)  消防用ホースの保守管理に関すること。 

(8)  警防計画に関すること。 

(9)  火災等の警防に関すること。 

(10)  消防地理及び消防水利に関すること。 

(11)  救急、救助業務に関すること。 

(12)  特別救助隊に関すること。 



－２１－ 

消防課 

 消防係 

(1)  罹災証明等に関すること。 

(2)  火災の統計に関すること。 

(3)  火災予防に関すること。 

(4)  防火思想の普及に関すること。 

(5)  予防査察に関すること。 

(6)  消防相談に関すること。 

(7)  防火管理者、危険物取扱者等の育成指導に関すること。 

(8)  消防計画及び訓練指導に関すること。 

(9)  消防用設備及び危険物製造所等の点検、報告に関すること。 

(10) その他火災予防事務に関すること。 

 

 

 保安係  

(1)  建築確認等の同意に関すること。 

(2)  消防用設備等の設置指導及び検査に関すること。 

(3)  危険物製造所等の規制に関すること。 

(4)  危険物製造所等の火災予防措置に関すること。 

(5)  少量危険物、指定可燃物の火災予防措置に関すること。 

(6)  液化石油ガス貯蔵取扱施設の保安上の措置に関すること。 

(7)  高圧ガス、火薬類、核燃料物質、放射性同位元素、劇毒物等の 

査察及び火災予防措置に関すること。 



－２２－ 

関城・明野・協和・大和分署 

   総務係 

(1)  文書に関すること。 

(2)  広報及び統計に関すること。 

(3)  予算及び経理に関すること。 

(4)  消防用財産の管理に関すること。 

(5)  職員の給与、公務災害補償及び補償補塡に関すること。 

(6)  職員の健康管理及び福利厚生に関すること。 

(7)  給貸与品及び消耗品等に関すること。 

(8)  職員の服務及び勤務に関すること。 

(9)  他の係に属さないこと。  

 

   管理係 

(1)  消防技術の調査、研究、向上に関すること。 

(2)  職員の教養、訓練に関すること。 

(3)  消防用通信施設の管理に関すること。 

(4)  消防機器の管理に関すること。 

(5)  車両の交通事故に関すること。 

(6)  消防用油脂類及び消火薬剤の管理に関すること。 

(7)  消防用ホースの保守管理に関すること。 

(8)  警防計画に関すること。 

(9)  火災等の警防に関すること。 

(10) 消防地理及び消防水利に関すること。 

(11) 救急、救助業務に関すること。 

 

 



－２３－ 

 

   消防係 

(1)  火災の統計に関すること。 

(2)  火災予防に関すること。 

(3)  防火思想の普及に関すること。 

(4)  予防査察に関すること。  

(5)  消防相談に関すること。 

(6)  防火管理者、危険物取扱者等の育成指導に関すること。 

(7)  消防計画及び訓練指導に関すること。 

(8)  消防用設備及び危険物製造所等の点検、報告に関すること。 

(9)  その他火災予防事務に関すること。 

 

   保安係 

(1)  消防用設備等の設置指導及び検査に関すること。 

(2)  危険物製造所等の規制に関すること。 

(3)  危険物製造所等の火災予防措置に関すること。 

(4)  少量危険物及び指定可燃物の火災予防措置に関すること。 

(5)  石油ガス貯蔵取扱施設の保安上の措置に関すること。 

(6)  高圧ガス、火薬類、核燃料物質、放射性同位元素、劇毒物等の査察 

及び火災予防措置に関すること。 

 



－２４－ 

消防本部・署所別庁舎一覧表 

 

 

    区分 

署別 
所  在  地 構  造 

建築 

面積 

延べ 

面積 

敷地 

面積 

 

 

消 防 本 部 

筑西消防署 

 

 

筑西市直井 1,076 番地 

平成 11 年 3 月 23 日竣工 

庁舎 

RC3/0 

訓練塔Ａ 

RC6/0 

訓練塔Ｂ 

Ｓ2/0 

訓練塔Ｃ 

Ｓ2/0 

   ㎡ 

2634.42 

 

77.66 

 

149.74 

 

81.91 

   ㎡ 

5413.66 

 

341.30 

 

289.81 

 

155.46 

   ㎡ 

 

 

 

14,911.00 

 

 

 

筑西消防署

関城分署 

筑西市上野 1,045 番地 1 

昭和 50 年 4 月 7 日竣工 
RC1/0 259.98 259.98 3,553.24 

筑西消防署

明野分署 

筑西市倉持 1,123 番地 1 

昭和 50 年 4 月 12 日竣工 
RC1/0 250.00 250.00 743.00 

筑西消防署

協和分署 

筑西市門井 1,976 番地 1 

昭和 50 年７月 ４日竣工 
RC1/0 260.82 260.82 1,886.52 

筑西消防署

川島出張所 

 

筑西市下川島 771 番地１ 

昭和 44 年 3 月 31 日竣工 

RC2/0 

(公民館一部

消防庁舎) 

 58.30/

 354.405 

 58.30/ 

 509.405 

265.70/ 

1375.84 

結城消防署 

 

結城市みどり町二丁目 3 番地 

昭和 60 年 6 月 29 日竣工 
ALC2/0 855.41 1,371.57 3,361.45 

結城消防署 

結城南出張所 

結城市大字大木 1 , 138 番地 

昭和 50 年 4 月 1 日竣工 
RC1/0 250.80 250.80 1,332.18 

桜川消防署 桜川市西桜川二丁目 29 番地 

昭和 49 年 8 月 5 日竣工 
RC1/0 442.85 436.69 1,810.08 

桜川消防署

真壁分署 

桜川市真壁町山尾 793 番地 

昭和 49 年 7 月 10 日竣工 
RC1/0 435.20 426.40 1,224.54 

桜川消防署

大和分署 

桜川市羽田 1,000 番地 

プレハブ仮庁舎（リース） 

仮庁舎 1/0 

車庫RC1/0 

55.00 

114.00 

55.00 

114.00 

902.00 

 

 



階　級 消　防 消　 防 消　防 消　 防 消　防 消　 防
正　監 司令長 司　令 司令補 士　長 副士長

1 1
1 1

次長兼課長 1 1
課長補佐 2 2
企　画　係 (1) (1)
財　政　係 (1) (1)
会　計　係 1 1
庶　務　係 1 1
総務課付 17 1 2 14
課        長 1 1
課長補佐 1 1
調　査　係 (1) (1)
予防・保安係 1 1
危険物係 1 1
課　　　 長 1 1
指揮隊長 2 2
課長補佐 6 6
指　揮　係 4 2 2
課 　　　長 1 1
課長補佐 2 2
係　　 　長 6 6
係　　　 員 5 5

55 1 2 6 13 12 7 0 14

1 1
1 1

課　　　 長 1 1
課長補佐 2 2
総　務　係 13 4 2 2 5
管　理　係 16 3 4 4 5
課　　 　長 1 1
課長補佐 2 2
消  防  係 12 3 2 5 2
保　安　係 12 4 2 5 1

1 1
※1 ※1

62 　 1 1 6 15 10 16 13

1 1
3 1 1 1
3 1 2
4 1 1 2
3 1 2

14 0 0 1 1 3 4 2 3

1 1
4 1 1 1 1
4 1 1 1 1
2 1 1
3 1 2

14 0 0 1 1 3 5 2 2

※再任用者は合計に含まない

※（　）内の数字は兼務

消

防

本

部
通信指令課

予　防　課

消　防　長

小       計

小       計

副署長兼川島出張所長

総　務　課

消　防　課

警　防　課

消　防　次　長

再任用

保　安　係

総　務　係

筑

西

消

防

署

 職 員 係 別 配 置 状 況 （１）

消防士計
本部・署係別

消防監

 (平成26年4月1日現在)

関

城

分

署

分　署　長

小       計

管　理　課

消防次長兼署長

予防専従員

総　務　係
管　理　係
消　防　係

明

野

分

署

分　署　長

小       計

保　安　係
消　防　係
管　理　係

－２５－



階　級 消　防 消　 防 消　防 消　 防 消　防 消　 防
正　監 司令長 司　令 司令補 士　長 副士長

1 1
4 1 2 1
3 1 1 1
2 1 1
4 1 2 1

14 1 1 3 6 1 2

1 1
1 1

課　　　 長 1 1
課長補佐 2 2
総　務　係 12 2 4 2 4
管　理　係 11 2 3 1 5
課　　　 長 1 1
課長補佐 2 2
消　防　係 11 2 4 3 2
保　安　係 11 3 3 3 2

1 1

54 1 1 6 10 14 9 13

1 1
１ １

課　　　 長 1 1
課長補佐 2 2
総　務　係 10 2 3 3 2
管　理　係 11 2 3 1 5
課　　　 長 1 1
課長補佐 2 2
消　防　係 10 2 2 2 4
保　安　係 10 2 5 3

49 2 6 8 13 9 11

1 1
課　　　 長
課長補佐 1 1
総　務　係 6 2 2 2
管　理　係 5 1 2 2
課　　　 長
課長補佐 1 1
消　防　係 4 2 1 1
保　安　係 3 1 2

21 1 2 6 6 1 5

283 1 4 14 36 60 65 40 63

真

壁

分

署

分　署　長

管　理　課

消　防　課

小       計

桜

川

消

防

署

署　　 　長
副署長兼大和分署長

管　理　課

消　防　課

予防専従員

小       計

副署長兼南出張所長

管　理　課

消　防　課

予防専従員

小       計

合　　　計

 職 員 係 別 配 置 状 況 （２）

計 消防監 消防士
署係別

(平成２６年４月１日現在)

協

和

分

署

分　署　長
総　務　係
管　理　係
消　防　係
保　安　係

小       計

結

城

消

防

署

署　　 　長

－２６－



消　防 消　 防 消　防 消　防 消　防 消   防
正　監 司令長 司　令 司令補 士　長 副士長

28 28
14 14
10 10
10 4 6
10 6 4
72 10 62
9 8 1
1 1
7 1 6
8 1 7
8 1 5 2

33 2 6 24 1
8 6 2
8 3 4 1
9 1 5 3
7 1 1 4 1
6 1 3 2

38 3 12 19 4
7 2 4 1

7 3 2 2
2 1 1

11 3 4 3 1
27 8 11 7 1
10 4 4 2
6 1 3 2
4 1 3
1 1
4 1 2 1

25 7 9 9

1 1
1 1
4 2 2
2 1 1
8 3 1 4
3 1 1 1

10 1 4 2 3
2 1 1

4 2 2
19 2 8 2 6 1
2 1 1
3 3
4 1 1 2

13 3 1 5 4
16 1 1 4 2 6 2
13 1 2 1 5 4
10 2 1 6 1
61 1 4 12 7 23 14

283 1 4 14 36 60 65 40 63

１年未満

 職 員 勤 務 年 数 

計 消防監 消防士
勤続年数

階　級
(平成26年4月1日現在)

1　年
２　年
３　年

１ ４ 年
１ ３ 年

４　年
小　　計

小    計

５　年
６　年
７　年
８　年
９　年

小　　計
１ ０ 年
１ １ 年
１ ２ 年

２ ４ 年
小    計

１ ５ 年
１ ６ 年
１ ７ 年
１ ８ 年
１ ９ 年
小    計
２ ０ 年
２ １ 年
２ ２ 年
２ ３ 年

３ ４ 年

３ ５ 年

２ ５ 年
２ ６ 年
２ ７ 年
２ ８ 年
２ ９ 年
小    計

合    計

３ ８ 年
３ ９ 年
４ ０ 年
４ １ 年

３ ６ 年
３ ７ 年

小    計

小    計

３ ０ 年
３ １ 年
３ ２ 年
３ ３ 年

－２７－



消　防 消　 防 消　防 消   防 消　防 消   防

正　監 司令長 司　令 司令補 士　長 副士長

6 6
5 5
6 6
6 6
8 1 7

11 11
8 1 7

12 2 10
10 6 4
9 8 1
3 3
7 2 5
8 1 2 5
9 5 4
7 1 5 1
7 2 4 1
9 4 4 1
7 4 2 1
6 4 2
9 1 3 4 1
9 3 4 2
5 1 3 1
9 5 4
8 4 2 2
7 4 1 2

1 1
1 1
3 1 1 1
1 1
3 1 1 1
1 1
3 2 1
4 4
3 2 1
1 1
5 1 2 2
8 2 3 3
5 1 1 3

21 3 3 10 5
15 1 1 5 1 3 4
17 3 1 1 10 2

283 1 4 14 36 60 65 40 63

２ １　歳

１９歳未満

 職 員 階 級 別 年 齢 

計 消防監 消防士
年齢

階級
(平成26年4月1日現在)

２ ９　歳

２ ２　歳
２ ３　歳
２ ４　歳
２ ５　歳

1 ９　歳

２ ６　歳
２ ７　歳
２ ８　歳

２ ０　歳

４ ４　歳
４ ５  歳

３ ０　歳
３ 1　歳
３ ２　歳
３ ３　歳
３ ４　歳
３ ５　歳
３ ６　歳
３ ７　歳
３ ８　歳
３ ９　歳
４ ０　歳
４ １　歳
４ ２　歳
４ ３　歳

５ ３　歳

４ ６　歳
４ ７　歳
４ ８　歳
４ ９　歳
５ ０　歳
５ １　歳
５ ２　歳

５ ８　歳
５ ９　歳

合    計

５ ４　歳
５ ５　歳
５ ６　歳
５ ７　歳

－２８－



   階  級

筑 西 市 143 1 1 9 17 27 36 16 36

結 城 市 41 1 1 8 11 12 4 4 0

桜 川 市 82 2 4 10 17 15 15 19 ※1

古 河 市 2 1 1

下 妻 市 2 1 1

つ く ば 市 4 1 2 1

八 千 代 町 1 1

常 総 市 1 1

笠 間 市 1 1

真 岡 市 1 1

益 子 町 0

小 山 市 4 2 1 1

下 野 市 1 1

283 1 4 14 36 60 65 40 63 ※1

   階  級

283 1 4 14 36 60 65 40 63 ※1

272 1 4 10 30 69 67 40 51 ※1

275 1 2 12 35 70 70 37 48 ※1

273 1 3 10 32 73 71 39 44 ※2

270 1 4 8 33 74 69 38 43

268 1 4 7 33 72 71 36 44

268 1 5 6 29 71 73 36 47

274 1 3 5 33 74 75 36 47

272 1 2 7 28 68 79 33 54 ※1

269 1 2 7 24 61 94 33 47 ※1

264 1 2 7 24 62 83 33 52 ※1

257 1 0 7 26 63 75 41 44 ※1

消
防
士

消
防
士
長

消
防
司
令
補

消
防
副
士
長

※広域事務局からの出向、合計には含めない。

圏

内

消
防
司
令
長

消
防
正
監

　職　員　住　所

（平成26年4月1日現在）
事
務
吏
員

　 圏　別

計

消
防
正
監

平成２０年

  年　度　別

平成２５年

平成２４年

消
防
司
令
長

消
防
司
令

平成２６年

県

外

圏

外

消
防
監

合　　　　計

消
防
士

※広域事務局からの出向、合計には含めない。

事
務
吏
員

合

計

消
防
司
令

消
防
司
令
補

消
防
士
長

平成１８年

平成２１年

消
防
副
士
長

平成１６年

平成１５年

平成１９年

　職　員　年　度　別　人　員

（平成26年4月1日現在）

平成１７年

平成２２年

平成２３年

消
防
監

－２９－



階　級

採
 
 

用

昇
 
 

任

転
 
 

入

転
 
 

出

定
 
 

年

勧
 
 

奨

依
 
 

願

公
務
死
亡

公
務
外
死
亡

懲
戒
免
職

失
 
 

職

休
 
 

職

復
 
 

職

1
1
6 1 1
2 1 1
5 8 1
8 4

11
14

14 34 0 0 14 1 2 0 0 0 0 0 0

1 14 7 8 8 11 1 8 9 4 6 3 80

2 1 3

606 596 598 700 708 550 640 637 716 701 633 638 7723

1 0

12 17 13 17 19 15 15 9 16 3 6 4 146

0

　　

優

良

分

団

火

災

協

力

救

急

救

命

救

助

協

力

消

防

庁

長

官

茨

城

県

知

事

日

本

消

防

協

会

全

国

消

防

協

会

茨
城
県
消
防
協
会

全

国

消

防

長

会

関

東

支

部

全

国

消

防

長

会

茨
城
県
消
防
長
会

消

防

長

表

彰

　
合
　
　
　
　
　
計

6 1 1 ¥0.0 3 29 10 1 4 3 1 1 29 83

種
　
　
　
別

区　分

・人数
・団体数

消防長一般者表彰

発生件数

発送件数

発生件数

発送件数

職　員　表　彰

火
災

発生件数

発送件数

107 8 9

職　員　任　免　状　況　　

（平成25年度）

負 傷 等任　用 出　向 退　　職　　等種　別

消 　防 　士

　月別

種別

合        計

礼　状　等　発　送　状　況

（平成25年度）

2 3 合　計11

※　救助大会等に伴う各種表彰は除く 　　　　　　

(平成25年度）

12 14 5 6

表　　彰　　関　　係

救
急

救
助

消防副士長

消 防 正 監
消　 防 　監
消防司令長

消防司令補
消 防 司 令

消 防 士 長

－３０－



 

 

 

警 防 関 係 
 

 

 

平成２６年度消防本部業務重点施策 

「市民の安全を守り、安心できるまちをきずく」 

 

旺盛な士気と、厳正な規律を有する消防組織を確立し、消防力を最大限に発揮すること

で、市民の安全を守り、安心できるまちをきずく。 

 

 警防部門 

３  現場指揮体制の充実強化と警防活動技術伝承の継続 

複雑多様化する各種災害において、出動各隊がその任務を効率的・効果的かつ円滑

安全に遂行し、最大の組織効果を上げるため、現場指揮統制の充実強化を図る。 

さらに、職員の大量退職による現場活動能力の低下を防ぐため、組織としてこれま

で培ってきた知識・技術を伝承するシステムを構築し、部隊及び隊員個々の消防活動

能力の維持向上に努める。 

 

４  救急・救助体制の充実強化と応急手当普及啓発活動の推進 

    医療機関等との連携を強化して、救急隊員の資質の向上を図り、救命率の向上に

繋げる。救助技術の高度化に推進し災害対応能力の向上に努め、救急隊及び関係機

関との相互連携強化に努め、万全な救助活動体制を構築する。さらに、一人でも多

くの市民に普通救命講習等を受講してもらうため、普及啓発活動を推進する。救急

隊の現場到着までの間に、市民により応急手当を実施してもらうことで救命率の向

上に繋げる。 



 

－31－ 

警防分野について 

  
 

近年、自然環境の変化や、建築構造の変化、危険物等の増加などに伴い、災害態様が複

雑多様化するなか、迅速かつ的確な、消防活動ができるよう、各種の訓練、教養等を行い隊

員個の力、部隊の能力を高め被害を軽減するため努めています。 

消防隊員・救助隊員・救急隊員の訓練につきましては、警防技能管理基準に基づき、資機材

取扱い訓練や体力訓練等を実施し、基礎を固めつつ、各種の災害想定訓練を実施し、警防

戦術の向上に努めています。 

 また、平成２６年４月より桜川消防署に、特別救助隊を発足しました。これにより、３市の消防

署に救助隊が設置され、広域全体の災害事案に対し、より迅速な救助活動ができるようになり

ました。 
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消 防 学 校 等 入 校 状 況 

(平成２５年度) 
 

階   級 

 

教 養 区 分 

合

計 

消

防

正

監 

消

防

監 

消
防
司
令
長 

消

防

司

令 

消
防
司
令
補 

消

防

士

長 
消
防
副
士
長 

消

防

士 

消

防

大

学

校 

 

専

科

教

育 

救 助 科 1     1    

Ｎ Ｂ Ｃ コ ー ス 1     1    

（
東
京
） 

研 

修 

所 

救 急 救 命 士 2       2  

消

防

学

校 

初

任

教

育 

初 任 科 14        14 

専

科

教

育 
火 災 調 査 科 2     1 1   

救 急 科 8        8 

救 助 科 4      4   

特 殊 災 害 科 2     2    

警 防 科 

 

2     2    

予 防 査 察 科 2      2 

 

 

  

水 難 救 助 科 

 

1       

 
1  

特

別

教

育 

操法指導者講習会 4      4   

合      計 41     5 11 3 22 

 



（平成２５年度）

134 60 4 4 2 25 22 13 4

2,548 347 325 229 282 349 360 328 328

280 4 0 79 3 17 93 84 0

272 24 24 24 13 85 26 62 14

1,258 65 251 211 159 14 45 250 263

692 279 60 0 11 225 78 24 15

424 110 28 43 20 156 20 31 16

5,608 889 692 590 490 871 644 792 640

（平成２５年度）

市別

筑西市 3,257 193 714 24 83 2,201 8 34 2,823 115%

結城市 1,374 31 237 0 86 987 19 14 1,174 117%

桜川市 1,387 129 297 32 75 837 1 16 1,451 96%

合計 6,018 353 1,248 56 244 4,025 28 64 5,448 110%

計
20㎥級

防火水槽

署
別

筑
西
消
防
署

明
野
分
署

教 養 訓 練 の 実 施 状 況

結
城
消
防
署

桜
川
消
防
署

筑
西
消
防
署

協
和
分
書

救助訓練

署外活動指導

合計

救急講習会

職場教養

操法訓練

模擬火災訓練

体力訓練

種
別

消 防 水 利 の 現 況

消火栓

桜
川
消
防
署

真
壁
分
署

桜
川
消
防
署

大
和
分
署

種別

プ
ー

ル

基
準
数

充
足
率40㎥級 その他

公設 私設

私
設
防
火
水
槽

計

筑
西
消
防
署

筑
西
消
防
署

関
城
分
署

平成２５年度は本部主催の消防活動の知識・伝承に伴う生涯学習を９回実施しました。

-33-



排気量

種別 型式 （ｃｃ）

指 揮 車 普通乗用車 CBF-TRH226K 2,693 トヨタ H.22.03 車載映像伝送システム付

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 KC-FD1JEBA改 7,960 日　産 H.10.10 積載水 1,500ℓ （非常時車)

救 急 車 高規格 GE-VCH38S 3,370 トヨタ H.12.11 　　　　　　　　　　（　　〃　　 ）

連絡車（プリウス） 普通乗用車 DAA-ZVW3.0 1,790 トヨタ H.22.02

連絡車（カリーナ） 普通乗用車 E-AT190 1,580 トヨタ H.06.10

連 絡 車 （ パ ッ ソ ） 普通乗用車 DBA-KGC10 990 トヨタ H.20.07 肥田猛氏寄贈

連絡車（セ レナ） 普通乗用車 UA-TNC24 1,990 日産 H.14.06 H25事務局から移管

火災原因調査車 普通乗用車 E-TD01W改 1,590 スズキ H.07.03 　

指　　令　　車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ E-RFNB14 1,490 日　産 H.09.09

マ イ ク ロ バ ス ｷｬﾌﾞｵｰﾊﾞｰ U-HDB851 4,160 トヨタ H.05.10

普 通 ポ ン プ 車 CD1-A2級 SKG-XZU685N 4,009 日　野 H24.03 CAFS搭載・積載水600リットル

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 KK-FD1JEDA改 7,960 日　野 H.14.12 積載水 1,500ℓ

救 助 工 作 車 Ⅲ型 BDG-GX7JGWA改 6,400 日　野 H.23.01 高度救助資機材一式

梯 子 車 38m級-A2級 KC-PR4FPDF 20,780 日　野 H.08.11

水 槽 車 Ⅱ型小型ポンプ付 KL-FS4FRHA 20,780 日　野 H.14.12 積載水 9,900ℓ

搬 送 車 普通トラック KK-XZU421 4,890 トヨタ H.13.10 2.9tｸﾚｰﾝ付

救 急 車 高規格 CBF-TRH226S 2,690 トヨタ H.21.12

防 火 指 導 車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ UA-WFY11 1,490 日　産 H.16.11

指 令 車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ E-W10改 1,830 日　産 H.07.07

広 報 車 ステーションワゴン ＤＢＡ－Ｙ１２ 1,490 日　産 H.19.03

査 察 車 普通乗用車 E-EG8 1,490 ホンダ H.07.09 関彰商事㈱寄贈

普 通 ポ ン プ 車 CD1-A2級 KC-NKR71GN 4,570 いすゞ H.10.03 ※川島出張所配備

救 急 車 高規格 TC-VCH38S 3,370 トヨタ H.16.11 ※川島出張所配備

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 ADG-FD7JEWA改 6,400 日　野 H.18.03 積載水 1,500ℓ

救 急 車 高規格 CBF-TRH226S 2,690 トヨタ H.25.12

指 令 車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ GF-WFY11 1,490 日　産 H.13.06

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 ADG-FD7JEWA改 6,400 日　野 H.18.03 積載水 1,500ℓ

救 急 車 高規格 TC-VCH38S 3,370 トヨタ H.18.03

指　　令　　車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ UA-WFY11 1,490 日　産 H.17.11

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 ADG-FD7JEWA改 6,400 日　野 H.19.03 積載水 1,500ℓ

救 急 車 高規格 GB-VCH38S 3,370 トヨタ H.10.03

指　　令　　車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ UA-WFY11 1,490 日　産 H.17.11

普 通 ポ ン プ 車 CD1-A2級 U-NKR66GN改 4,330 いすゞ H.07.03
救 助 資 機 材 搭 載 型
水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 SDG-GX7ＪＧＡＡ改 6,400 日　野 H.25.2 積載水 1,500ℓ　CAFS

救助資機材積載

積載水 1,500ℓ

消火薬剤 500ℓ

梯 子 車 30m級-A2級 U-PR2FNAF 17,230 日　野 H.05.12

救 急 車 高規格 ＣＢＦ－ＴＲＨ２２６Ｓ 2,690 トヨタ H.23.11

指 令 車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ DBA-NZE141G 1,490 トヨタ H.23.03

搬 送 車 普通貨物バン KG-SR8F23 3,150 日　産 H.14.02

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 PB-FD7JEFA改 6,400 日　野 H.17.03 ※南出張所配備　　積載水 1,500ℓ　

救 急 車 高規格 ＣＢＦ－ＴＲＨ２２６Ｓ 2,690 トヨタ H.19.03 ※南出張所配備

普 通 ポ ン プ 車 CD1-A2級 ＢＤＧ－ＸＺＵ３７８Ｍ 4,000 日　野 H.19.03 積載水 600ℓ
救 助 資 機 材 搭 載 型
水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 SDG-GX7ＪＧＡＡ改 6,400 日　野 H.25.12

積載水 1,500ℓ　CAFS
救助資機材積載

救 急 車 高規格 CBF-TRH226S 2,690 トヨタ H.21.12 　

指 令 車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ UA-WFY11 1,490 日　産 H.15.10

山林パトロール車 普通乗用車 E-TD01W改 1,590 スズキ H.07.03 山林火災用

普 通 ポ ン プ 車 CD1-A2級 KK-XZU371M 4,890 日　野 H.11.11

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 PB-FD7JEFA改 6,400 日　野 H.17.03 積載水 1,500ℓ

救 急 車 高規格 TC-VCH38S 3,370 トヨタ H.15.11

指 令 車 普通ﾗｲﾄﾊﾞﾝ UA-WFY11 1,490 日　産 H.15.10

水 槽 付 ポ ン プ 車 1-A型A2級 KK-FD1JEEA改 7,960 日　野 H.15.11 積載水 1,500ℓ

救 急 車 2B型 GE-VCH22S 3,370 トヨタ H.14.01

真
壁
分
署

大
和
分
署

筑
　
西
　
消
　
防
　
署

結
 

城
 

消
 

防
 

署

日　野

関
城
分
署

H.11.12

桜
川
消
防
署

化 学 車 Ⅱ型-A2級 KK-GD1JGDA改 7,960

備　　　考

協
和
分
署

明
野
分
署

　　　消 防 ポ ン プ 自 動 車 等 の 現 勢 
(平成２６年3月3１日現在）

所
属

車  　   別
機　　械　　区　　分

車名 配置年月

消
　
防
　
本
　
部
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転
院
搬
送

医
師
搬
送

資
材
搬
送

そ
の
他

7,723 11 1 3 918 92 33 957 35 74 4,688 851 60

7,099 6 1 820 91 33 904 28 62 4,302 848 4

7,203 7 1 913 91 33 906 28 62 4,308 848 6

 

転
院
搬
送

医
師
搬
送

資
材
搬
送

そ
の
他

1,955 2 1 449 33 20 243 11 25 1,155 5 11 191

4,248 2 196 40 9 598 10 31 3,022 326 14 288

1,141 2 2 230 12 1 64 14 16 282 517 1 72

182 9 7 2 35 1 128 14

197 5 1 34 1 17 1 101 3 34 59

7,723 11 1 3 918 92 33 957 35 74 4688 851 60 624

固定１１９

計

区分

事
故
種
別

区分

事
故
種
別 計

火
　
　
災

自
然
災
害

出場件数

搬送件数

搬送人員

広  域  圏  内  覚  知  別  出  場  件  数

そ　の　他
交
　
　
通

労
働
災
害

運
動
競
技

一
般
負
傷

不
 

搬
 

送

加
　
　
害

そ　の　他
自
損
行
為

急
　
　
病

運
動
競
技

一
般
負
傷

加
　
　
害

自
損
行
為

急
　
　
病

携帯１１９

その他

（平成25年度）

合　　計

加入電話

駆け付け

救　急　・　救　助　業　務　に　つ　い　て

水
　
　
難

広  域  圏  内  救  急  件  数

（平成25年度）

火
　
　
災

自
然
災
害

水
　
　
難

交
　
　
通

労
働
災
害

不
 

搬
 

送

624

私達の生活の中で偶発的に発生する事故や急病に対するのが救急・救助業務です。小さい怪

我から生命にかかわる大事故まで、その内容は多種多様にわたります。

平成２５年度中の広域圏内の救急活動状況を見ると、救急隊の出場件数は７，７２３件で搬

送人員については、７，２０３人に上ります。これは広域圏内ではおよそ１日２１．２件、圏

内住民２８．７人に１人が救急隊によって搬送されたことになります。

救急隊の出場件数を事故種別で見ると、急病が一番多く４，６８８件と全体の６０．７％を

占めています。次に一般負傷９５７件（１２．４％、交通事故９１８件１１．９％）と続いて

います。

特別救助隊の出場状況を見ると、交通事故が一番多く、７１件と全体の４８．６％なってい

ます。次に火災出場４９件と続いています。
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月別

署別

筑 西 2434 196 199 208 225 225 169 207 177 245 195 183 205

関 城 509 45 27 27 52 51 37 45 48 45 38 50 44

明 野 590 51 51 44 51 59 33 38 44 57 60 46 56

協 和 712 69 51 51 58 49 49 63 69 64 70 53 66

結 城 1714 126 130 131 141 166 118 141 146 156 165 161 133

桜 川 788 55 67 54 75 69 61 65 72 60 82 57 71

真 壁 657 46 44 59 62 56 54 58 58 60 60 55 45

大 和 319 18 27 24 36 33 29 23 23 29 31 28 18

合 計 7723 606 596 598 700 708 550 640 637 716 701 633 638

各 署 別 ・ 月 別 救 急 出 場 件 数

１２ １１０ １１８ ９計 ４ ５ ２ ３６ ７

（平成２５年度）

2434 

509 
590 

712 

1714 

788 
657 

319 

0

500

1000

1500

2000

2500

筑西 関城 明野 協和 結城 桜川 真壁 大和

件数
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年齢区分

傷病程度

死  亡

重  症

中等症

軽  症

その他

合  計

事故種別

傷病程度

死  亡 185 14 10 10 150 1

重  症 803 50 9 99 17 437 191

中等症 2,884 2 1 142 48 8 279 5 25 1,801 573

軽  症 3,315 5 706 34 25 516 23 10 1,911 85

その他 16 1 2 9 4

合  計 7,203 7 1 0 913 91 33 906 28 62 4,308 854

高　速　道　救　急　件　数

北関東自動車道路（桜川・筑西IC～笠間西IC／桜川・筑西IC～真岡IC）

16

26

加

害

自

損

行

為

7,203

一

般

負

傷

計

356

219

0

労

働

災

害

運

動

競

技

37

交

通

293

5

2

295

1

803

2,884

3,315

急

病

事 故 種 別 ・ 傷 病 程 度 別 搬 送 人 員

(平成２５年度)

そ

の

他

火

災

自

然

災

害

水

難

年 齢 区 分 別 ・ 傷 病 程 度 別 搬 送 人 員

(平成２５年度)

185

計

1

老　　人

65歳以上18～65歳未満

33

新 生 児

7～18歳未満29日～7歳未満生後28日以内

58 64

3 9

乳 幼 児 少　　年

1,261

6

3,877

845

1,535

7

2,640

成　　人

1,891

220

150

5692

1

(平成２５年度)

交 通 事 故 急 病 そ の 他 合 計
事故種別

　　区　分

搬 送 件 数

出 動 件 数 1

3

1

3
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17 146

事
故
種
別

年度別

出 場 別 合 計 49 71 4 4 1

4 50

水難事故 機械事故 建物事故 その他の事故

700 286 319 24 17

37
Ｈ２１

3

5

搬送人員

出場件数

Ｈ２２
2 24

24

出場件数

搬送人員

6,861

搬送人員

926出場件数

39

683

736

38

39

加

害

一

般

負

傷

1,032

981

30

704

806

11

1

62

61

1,020

1,032

969

急

病

4,005

20

搬送人員 19

802

766

7,401

労

働

災

害

20

19

17

20

19

19799

自

損

行

為

819

868

835

Ｈ２４

9

7

18

水

難

過　去　５　年　間　の　救　急　状　況
(平成２５年度）

 
事
故
種
別

月

一

日

平

均

そ

の

他

運

動

競

技

自

然

災

害

交

通

火

災

763

853

5

12

11

6

1

4

7

3

91搬送人員

7,458

6,878

Ｈ２５
出場件数

出場件数
Ｈ２３

30

救助隊出動事案全車両数 火災 交通事故

83

78

89

86952

3

786

94

59

41

36

32

24

47

765 81

63

97

69773

832

6228

42

4,098

4,561

4,130

4,688

計

6,776

6,290

7,417

6,873

74

30

33

91

64

101

1

2

1

30

3,604

4,535

4,107

4,308

4,545

救　助　出　動　状　況

854

11

7

89

20913

950

33 906

(平成２５年度）

3595792918

(平成２5年度）

7,723

7,203

21911

火

災

交

通

事

故

水

難

事

故

機

械

事

故

建

物

事

故

月

合

計

そ

の

他

の

事

故

3

1

1 4

平成２５年４月 121 8 1 2

7 8 1 1

1

6 6

平成２５年８月 197 8 1 1 2

9 3 1 2

4

4 3 1

平成２６年１月 3

平成２６年２月 6

平成２６年３月 4

1

3

平成２５年５月 17

平成２５年６月 13

平成２５年７月 17

1

7 9

平成２５年９月 15

平成２５年１０月 15

平成２５年１１月 91

1 10

2 16平成２５年１２月 6 6 1 1
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583 115 64 2 28 11 1 5 1 810

3 40 2 0 0 0 0 0 0 45

※ＰＡ=ポンプ隊+救急隊、ＲＡ=特別救助隊+救急隊

6 11 9 2 0 9 0 0 0 37

1 6 5 1 0 5 0 0 0 18

10 3 3 1 0 0 0 0 0 17

10 2 2 1 0 0 0 0 15

運動転院 自損 労災

その他 合計

ドクターカー出場状況

(平成２５年度）

加害 その他 合計急病 交通 一般

ド ク タ ー ヘ リ 出 場 状 況

(平成２５年度）

急病 交通 一般 転院 自損 労災 運動 加害

急病 労災自損転院一般交通

要請件数

搬送件数

要請件数

搬送件数

事故種別  

  区分

事故種別  

  区分

消 防 隊 救 急 支 援 出 場 状 況

(平成２５年度）

事故種別   

  区分

PA件数

RA件数

合計加害 その他運動

-39-



－40－ 

応 援 協 定 一 覧 表 

 

協  定  先 締結年月日 応援協定の内容 

消

防

本

部 

芳賀地区広域行政事務組合消防本部 

小山市消防本部 

茨城西南地方広域市町村圏事務組合消防本部 

石岡市消防本部 

笠間市消防本部 

つくば市消防本部 

Ｓ .４８ .１１ .  １ 

Ｓ .４８ .１１ .  １ 

Ｓ .５４ .  ６ .  ６ 

Ｓ .５４ .  ６ .  ６ 

Ｓ .５４ .  ６ .１２ 

Ｓ .５４ .  ８ .  １ 

火災・救急の災害 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

隣

接

市

町

村 

栃 木 県 小 山 市  

栃 木 県 真 岡 市（二宮） 

栃木県芳賀郡益子町 

栃木県芳賀郡茂木町 

笠 間 市 

石 岡 市（八郷） 

つ く ば 市（筑波） 

下 妻 市 

結城郡八千代町  

古 河 市（三和） 

Ｓ .４８ .１１ .  １ 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

火災・その他の災害 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

広

域

圏

内

事

業

所 

筑西消防署管内  １０事業所 

関城分署管内    ６事業所 

明野分署管内    ５事業所 

協和分署管内    １事業所 

結城消防署管内  ２６事業所 

桜川消防署管内   ７事業所 

真壁分署管内    ５事業所 

Ｓ .５１ .  ７ .１０ 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

人命救助を要する災害 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

警 

 

察 

筑 西 警 察 署 

結 城 警 察 署 

桜 川 警 察 署 

Ｓ .４８ .  ５ .  ７ 

〃 

〃 

地震・台風・火災・救急・通信施設 

〃 

県 ＪＲ東日本 

茨城県広域消防相互応援 

筑西・真岡ＩＣ間における芳賀広域との相互応援 

関東鉄道（株） 

茨城県高速道路自動車道相互応援 

Ｈ １ ９ ． ６ ． １ 

Ｈ １ ９ ． １ ０ ． ５ 

Ｈ２０．１２．２０ 

Ｈ ２ １ ． ３ ． １ 

Ｈ ２ １ ． ３ ． ２ １ 

鉄道災害 

火災・その他の災害 

火災・救急及びその他の災害 

鉄道災害 

火災・救急及びその他の災害 

 



No． 題            名 No． 題            名

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

26

15 27

28

30

32

34

17

応急処置　６ (脳貧血・日射病・熱射病）

 心電図、心電図伝送装置、喉頭鏡、マギ－

20

24

23

22

14

救急技術　３ (頸部・脊椎・脊椎外傷）

救急技術　４ (胸部外傷）

重症喘息発作のプレホスピタルケア

25

31

29

 (胸部外傷部圧迫法による呼吸補助法） 

 ル鉗子及び経鼻エアウェイの使用法等

新しい応急処置の理論と実際　Ⅲ　

 ショックパンツ、自動式心マッサ－ジ器の
33

新しい応急処置の理論と実際　Ⅰ　

救急技術　５ (腹部外傷）

救急技術　６ (骨盤・四肢外傷）

警 防 ビ デ オ 一 覧 表

救急技術　１ (心肺蘇生）
19

 在宅医療継続中の傷病者の搬送上の留意事項等救急技術　２ (頭部外傷）

21

 リンゲル液を用いた静脈確保）

応急処置　２ (骨折・脱臼等の処置と搬送）

応急処置　３ (創傷とその処置・止血法）

応急処置　４ (包帯法）

 リンゲル液を用いた静脈路確保の輸液）

救急技術　７ (多発外傷）

救急技術　８ (熱傷）

救急技術　９ (救急資機材の使用法）

応急処置　１ (人工呼吸と心臓マッサ-ジ）

応急処置　５ (熱傷・凍傷・感電と処置）

 半自動式除細動器による除細動（乳酸加

 血圧計、聴診器及びパルスオキシメ-タ-の

 使用方法、適応症例等

新しい応急処置の理論と実際　Ⅱ　

（乳酸加リンゲル液を用いた静脈確保）

 使用方法、適応症例等

新しい応急処置の理論と実際　Ⅳ　

救急救命処置の理論と実際　Ｖｏｌ，1

 器具を用いた気道確保と人工呼吸

救急救命処置の理論と実際　Ｖｏｌ，２

 半自動式除細動器による除細動（乳酸加

救急救命処置の理論と実際　Ｖｏｌ，3

 救急救命処置の活動要領

『応急手当指導者教育ビデオ』

 (応急手当が貴重な命を救う）

勇気を出して! 応急手当・救急車が来る前に

外出先で地震にあったら！

備えあれば憂いなし－地震防災対策－

 自信のもてる指導法(講習会の心構えと話し方)

５分間の重み　１

 (応急手当が貴重な命を救う）

５分間の重み　２

大地震 日頃の備えが身を守る

18

（防災マニュアル・阪神大震災の教訓）

地震だ！火を消せ!! 防災知識啓発ビデオ

目で見る救急業務

平成８年度総合防災訓練の記録

・東海地震対応訓練

・南関東地域直下の地震対応訓練

16

自主防災組織の救助訓練用ビデオ

－41－



－４２－ 

火  災 

 

 筑西広域管内における平成２５年度の出火件数は８０件で、前年度と比較して４件減少

しています。 

損害額も２０２，８９５千円で前年度に比べ１０７，２６４千円の減少となっています。 

 火災種別では、建物からの出火件数が５６件で、全体の７０％と多くを占めています。

出火原因別では、放火（疑いを含む）によるものが１９件といちばん多く、全体の２４％ 

となり、過去１８年間トップを占めています。 

  

平成２５年度における火災による死傷者は、死者４名、負傷者７名となっています。火

災による死者は、高齢者が占める割合が多く、今後の高齢化の進展とともにさらに増加す

ることが懸念される状況にあります。 

このため、現在すべての住宅を対象として住宅用火災警報器等の設置及び維持が義務づ

けられています。 

放火予防対策は，地域住民が放火火災に対する危機意識を持ち，安全で住みよいまちづ

くりをすすめていくことです。放火を防ぐために建物の周囲・物置・車庫など人が侵入し

やすい場所は，施錠の管理をきちんと行い外部からの侵入を防ぐことや、照明器具を設置

し暗がりを作らないこと、建物の周囲に燃えやすい物を放置しないことを心掛けましょう。 

       



－４３－ 

火災概要 

（平成２５年度） 

 

 

 

              

建物火災 ５６件               車両火災 ９件 

損害額 199,335千円             損害額 3,314千円 

 

 

 

                 

       林野火災 ０件               その他の火災  １５件 

損害額 0千円               損害額  246千円 
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市別火災種別 

         （平成２５年度） 

29

11

16

5 4

00 0 0

10

3 2

0

5

10

15

20

25

30

35

筑西市 結城市 桜川市
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市別出火件数 

（平成２５年度） 

0 0

0

4418
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筑西市

結城市

桜川市

 

 



－４５－ 

市別火災状況 

（平成２５年度） 

        市別 

種別 
単位 計  筑西市  結城市  桜川市  

建
物
焼
損
棟
数 

全焼 

棟 

49 28 7 14 

半焼 13 2 1 10 

部分焼 36 27 2 7 

ぼや 17 6 6 5 

合計 115 63 16 36 

焼
損
面
積 

床面積 

㎡ 

3,822 2,285 388 1,149 

表面積 281 244 1 36 

合計 4,103 2,529 389 1,185 

林野焼損面積 ａ 2 0 2 0 

罹
災
世
帯 

全損 

世帯 

16 9 2 5 

半損 2 1 0 1 

小損 28 18 3 7 

合計 46 28 5 13 

罹災者数 人 118 66 5 47 

損
害
額 

建物火災 

千円 

199,335 144,868 13,325 41,142 

林野火災 0 0 0 0 

車両火災 3,314 2,831 246 237 

その他の火災 246 112 110 24 

合計 202,895 147,811 13,681 41,403 

死
傷
者 

死者 

人 

4 2 2 0 

傷者 7 4 3 0 

合計 11 6 5 0 

 

 



－４６－ 

覚知別出火件数 

（平成２５年度） 

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

加入電話

事後聞知

専用電話 64

10

2

4

 

建物火災焼損棟数及び罹災世帯数 

     （平成２５年度） 
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－４７－ 

月別出火件数 

0

2

4

6

8

10
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14

16

２４年度

２５年度

 

 

４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

１０

月 

１１

月 

１２

月 

１

月 

２

月 

３

月 

２４年度 6 12 6 8 11 1 3 13 9 6 6 3 

２５年度 1 14 7 8 8 11 1 8 9 4 6 3 

 

曜日別出火件数 

0

2

4

6

8

10
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14

16

18

20

日 月 火 水 木 金 土 不明

２４年度

２５年度

 

  
  日 月 火 水 木 金 土 不明 

２４年度 11 17 9 9 15 9 12 2 

２５年度 11 8 7 17 9 19 8 1 



－４８－ 

時間別出火件数 

0 2 4 6 8 10 12 14

出火時間不明
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－４９－ 

主な出火原因（平成２５年度） 

 

① 放火（疑いを含む） １９件  

 

②たき火  ９件    ③電灯・電話等の配線 ７件  

 

④こんろ ４件        ④灯火  ４件  

焼却炉 ストーブ こたつ 煙突・煙道排気管 電気機器 電気装置

0
2
4
6
8
10
12
14
16
18
20

 



－５０－ 

危険物 

 

 危険物は第１類から第６類までに区分されています。このうち石油類を中心とした第４

類の危険物が大半を占めており、１,０８２危険物施設のうち第４類を貯蔵し、又は取扱う

危険物施設が、１,０４９施設で９６．９％に及んでいます。 

 これらの危険物施設においては危険物取扱資格者以外の者は、甲種又は乙種危険物取扱

者の立会いがなければ危険物を取扱うことができないため、従業員全員が危険物取扱者免

状を取得するよう指導しています。 

 

 

 

 

 

平成２５年度危険物取扱者試験合格者数 

 

（筑西会場） 

第１回                    第２回 

総受験者数   ５０４人           総受験者数   ３４３人 

 

総合格者数   １８４人           総合格者数   １３７人 

甲 種      １０人           甲 種       ８人 

乙 種（第４類）１１７人           乙 種（第４類） ６９人 

丙 種       ９人           丙 種       ６人 

その他      ４８人           その他      ５４人 

 

 

（県全体） 

総受験者数     １０，９９７人 

総合格者数     ４，２３０人 

甲 種         ３０５人 

乙種（第４類）   ２，２６６人 

丙 種         ２４４人 

その他       １，４１５人 

 

 



－５１－ 

危険物規制対象数 

     （平成２６年３月３１日現在） 

施設数 

区分 
設置許可施設 完成検査済証交付施設 

数
量
別 

５倍以下 367 367 

５倍を超え 10倍以下 260 260 

10 〃    50 〃  243 243 

50 〃   100 〃  96 96 

100 〃   150 〃  36 36 

150 〃   200 〃  27 27 

200 〃  1,000 〃  50 50 

1,000 〃 5,000〃 2 2 

5,000 〃 10,000〃 1 1 

10,000倍を超えるもの  0 0 

合  計 1,082 1,082 

種
別 

単
独 

第 1 類 2 2 

第 2 類 2 2 

第 3 類 1 1 

第 4 類 1,049 1,049 

第 5 類 7 7 

第 6 類 1 1 

混  在 20 20 

合  計 1,082 1,082 

 

 

 



－５２－ 

市別危険物施設数   （平成２６年３月３１日現在） 

市別 

製造所等別 
筑西市 結城市 桜川市 合 計 

製造所 9 3 3 15 

貯
蔵
所 

屋   内 99 58 25 182 

屋外タンク 131 12 29 172 

屋内タンク 7 0  5 12 

地下タンク 80 45 35 160 

簡易タンク 0 1  0 1 

移動タンク 79 25 8 112 

屋   外 13 7 21 41 

取
扱
所 

給   油 116 43 49 208 

第一種販売  0  0 1 1 

一   般 111 41 26 178 

合   計 645 235 202 1,082 

 

危険物施設立入検査状況 （平成２６年３月３１日現在） 

      区分 

製造所等別 

  査察件数 査察人員 

施設数 回数 検査割合 述べ 

製 造 所 15 2 13％ 8 

貯
蔵
所 

屋   内 182 82 45％ 328 

屋外タンク 172 53 31％ 212 

屋内タンク 12 6 50％ 24 

地下タンク 160 103 64％ 412 

簡易タンク 1 1 100％ 4 

移動タンク 112 80 71％ 320 

屋   外 41 21 51％ 84 

小計 695 348 50％ 1392 

取
扱
所 

給   油 208 160 76％ 560 

第一種販売 1 1 100％ 4 

一   般 178 106 59％ 424 

小計 387 267 68％ 1068 

合   計 1082 615 56％ 2460 

 



－５３－ 

防火対象物 

 防火対象物は、消防法施行令別表第一により用途別に（１）項から（２０）項に分類さ

れています。建築物と似た意味で使われることが多いですが、実際には少し違います。防

火対象物には、用途区分、構造、面積、階層、収容人員などの各基準に該当すると、消防

法により消防用設備等の設置や防火管理者の選任が義務付けられます。しかし、一般の方

には消防用設備等や防火管理者などはあまりなじみのあるものではありません。そのため、

気づかないうちに消防法令に違反していることがあるので、消防職員が定期的（１～３年）

に立入検査に出向き、消防法令違反や危険因子がないか調査しています。違反があった場

合は速やかに改善していただくようお願いし、違反が改善しない防火対象物には１年に１

回以上立入検査に出向くようにしています。 

 

 

 

 

 

 

建築確認同意事務処理件数 

（平成２５年度） 

種 別 新 築 増 築 改 築 その他 合 計 

筑西市 １６３ ８ ０ ３ １７４ 

結城市 ８１ ５ ２ ２ ９０ 

桜川市 ６４ ４ ０ ０ ６８ 

合  計 ３０８ １７ ２ ５ ３３２ 

 

 

 

 

 

 

 



－５４－ 

火災予防条例等に基づく届出状況 

（平成２５年度） 

市    別 

 

項    目 

合 

 

計 

筑 

西 

市 

結 

城 

市 

桜 

川 

市 

圧縮アセチレンガス ３１ １ ３０  

液化石油ガス貯蔵取扱 ２３ １７  ６ 

喫煙・裸火使用、危険物品持込 １３ ４ ９  

防火対象物使用開始 １０６ ５１ ３４ ２１ 

炉、かまど、ボイラー乾燥設備 ３１ １６ ８ ７ 

ネオン管灯設備     

発電、変電、蓄電池設備 ７４ ３７ ２２ １５ 

水素ガス充てん気球 ３ ３   

火災とまぎらわしい行為の届出 ２２０ １４６ ２７ ４７ 

煙火打ち上げ １８８ ７６ ２３ ８９ 

催物開催 ８ ５ ２ １ 

水道断減水 ２   ２ 

道路工事 １８７ １５０  ３７ 

少量危険物貯蔵取扱 ４２    ２２ １３ ７ 

指定可燃物貯蔵取扱 ６ ３ ３  

合計 ９３４ ５３１ １７１ ２３２ 

 

 

 



－５５－ 

広域圏内中・高層建築物状況 

 （平成２６年３月３１日現在） 

 

防火対象物               
棟数 

階 数 

4 5 6 7 8 9 10 

1 
イ 劇場・映画館・演芸場等 

        
ロ 公会堂・集会場 2 2 

      

2 

イ キャバレー・ナイトクラブ等 
        

ロ 遊技場・ダンスホール 
        

ハ 性風俗関連特殊営業店舗等 
        

ニ カラオケボックス等 
        

3 
イ 待合・料理店類 

        
ロ 飲食店 1 1 

      
4   百貨店・マーケット・店舗等 

        

5 
イ 旅館・ホテル・宿泊所 13 5 1 2 3 1  1 

ロ 寄宿舎・下宿・共同住宅 37 12 24 
   

1 
 

6 

イ 病院・診療所・助産所 14 8 4 2     

ロ 社会福祉施設（入所施設） 3 2 1 
     

ハ 社会福祉施設（通所施設） 1 1 
      

ニ 幼稚園・盲学校・養護学校等 
        

7   小・中・高・大・各種学校類 25 24 1 
     

8   図書館・博物館類 
        

9 
イ 公衆浴場のうち熱気浴場類 

        
ロ イ以外の公衆浴場 

        
10   車両の停車場等 

        
11   神社・寺院・教会類 1 1 

      

12 
イ 工場・作業場 14 10 2 2     

ロ 映画・テレビスタジオ 
        

13 
イ 自動車車庫・駐車場 1   1     

ロ 飛行機の格納庫等 
        

14   倉庫 1  1 
      

15   前各項に該当しない事業場 21 11 8 2 
    

16 

イ 特定の複合用途防火対象物 30 18 8 2 1   1 

ロ イ以外の複合用途防火対象

物 
5 5 

      

17   重要文化財・重要民族資料館 
        

合      計 169 101 49 11 4 1 1 2 



－５６－ 

防火対象物数及び立入検査状況 

（平成２６年３月３１日現在） 

               区分 

 

 

防火対象物 

防火対象物 立入検査回数 実施割合 

1 
イ 劇場・映画館・演芸場等 5 5 100% 

ロ 公会堂・集会場 208 118 57% 

2 

イ キャバレー・ナイトクラブ等 1 1 100% 

ロ 遊技場・ダンスホール 22 14 64% 

ハ 性風俗関連特殊営業店舗等 0 0 0% 

ニ カラオケボックス等 7 3 43% 

3 
イ 待合・料理店等 21 10 48% 

ロ 飲食店 113 47 42% 

4   百貨店・マーケット・店舗等 294 195 66% 

5 
イ 旅館・ホテル・宿泊所等 42 29 69% 

ロ 寄宿舎・下宿・共同住宅 638 128 20% 

6 

イ 病院・診療所・助産所 131 85 65% 

ロ 社会福祉施設（入所施設） 74 56 76% 

ハ 社会福祉施設（通所施設）・保育所 106 73 69% 

ニ 幼稚園・盲学校・養護学校等 41 31 76% 

7   小・中・高・大・各種学校等 258 183 71% 

8   図書館・博物館等 8 5 63% 

9 
イ 公衆浴場のうち熱気浴場等 0 0 0% 

ロ イ以外の公衆浴場 2 1 50% 

10   車両の停車場等 4 1 25% 

11   神社・寺院・教会等 54 26 48% 

12 
イ 工場・作業場 1409 560 40% 

ロ 映画・テレビスタジオ 0 0 0% 

13 
イ 自動車車庫・駐車場 45 20 44% 

ロ 飛行機の格納庫等 0 0 0% 

14   倉庫 684 255 37% 

15   前各項に該当しない事業場 704 230 33% 

16 
イ 特定の複合用途防火対象物 238 114 48% 

ロ イ以外の複合用途防火対象物 66 29 44% 

17   重要文化財・重要民俗文化財等 45 23 51% 

計 5220 2242 43% 

 



－５７－ 

広報活動実施状況 

 (平成２５年度) 

 

署 別 

 

 

種 別 

計 

筑
西
消
防
署 

関
城
分
署 

明
野
分
署 

協
和
分
署 

結
城
消
防
署 

桜
川
消
防
署 

真
壁
分
署 

大
和
分
署 

防火映画会 71 25 0 1 7 23 5 9 1 

防火座談会 327 110 12 25 10 86 42 31 11 

防火指導 385 157 12 25 21 86 42 31 11 

署所見学 17 0 1 1 3 8 2 0 2 

その他の広報 8 0 0 0 0 8 0 0 0 

広報設備による広報 

(広報車含む) 
121 28 14 11 14 28 9 8 9 

広報用印刷物の配布 64 5 14 14 2 15 4 6 4 

合  計（回） 993 325 53 77 57 254 104 85 38 

 

 

 

 

甲種防火管理者資格取得講習 

（平成２５年度） 

実施年月日 受講申込者 受講者数 修了証交付数 

平成２５年１０月１６日・１７日 １５４ １４２ １４２ 

 

 

甲種防火管理者再講習 

（平成２５年度） 

実施年月日 受講申込者 受講者数 修了証交付数 

平成２６年２月１４日 ４１ ３８ ３８ 

 

 



－５８－ 

民間防火組織等外郭団体結成状況 

 

１ 防火クラブ                     (平成２６年４月１日現在) 

 婦人防火 クラブ 幼年消防 クラブ 少年消防 クラブ 

筑西市  ３団体  １２７名 １４団体  ４８８名 １１団体  ４８１名 

結城市 １団体  ３７名  ７団体  １７６名  １団体  １１名 

桜川市 １団体  ２５名  ６団体 ６００名  ６団体  ２１４名 

小 計 ５団体  １８９名 ２７団体 １２６４名 １８団体  ７０６名 

合 計 ５０ クラブ           ２，１５９人 

 

 

 

２ 危険物安全協会 

 (1) 筑西市危険物安全協会          会員事業所数 ２０６ 

 (2) 結城市危険物安全協会          会員事業所数 １１０ 

 (3) 桜川市危険物安全協会          会員事業所数  ６５ 

合    計 ３８１ 

 

３ 防火管理協議会 

   筑西広域防火管理協議会         会員事業所数  ４６３ 



－５９－ 

住宅用火災警報器 

 

 近年、住宅火災による年間の死者数は１０００人～１２００人の間で推移している。その中で

６５歳以上の高齢者が占める割合は約７割であり、今後高齢化が更に進む日本情勢から考えると、

住宅火災による死者の増加が危惧されるところである。また、平成２５年中の交通事故死者数が

約４４００人であることと比較すると、住宅火災による危険は身近に潜んでいるものであり、決

して他人事ではないということが伺える。 

 平成２３年から、既存の住宅を含む全ての住宅に住宅用火災警報器（以下、住警器という。）の

設置が義務化された。これは、住宅火災による死者が発生した原因の多くが「逃げ遅れ」による

ものであることから、火災の発生をいち早く察知し、逃げ遅れを未然に防ぐ目的で取り付けるも

のである。実際に住警器を設置した効果としては、火災による被害が死者、焼損面積及び損害額

でおおむね半減したというデータがあり、非常に効果的であるといえる。 

 

 義務化されてからの設置率は下表のとおりである。年々設置率は増加しているものの、茨城県

と筑西広域管内の設置率は非常に低いものであり、住宅火災による死者が発生しやすい状況であ

ると言い換えることが出来る。 

 現在、この状況を危機と考え、筑西広域消防本部では住民に対する広報活動を積極的に実施し

ている。しかしながら、未だに住警器の設置が義務化されたことを知らない方がいることもあり、

今後も更なる広報活動を実施していく予定である。 

 最後に、住宅火災から家族の命を守るために住民の方には住警器の設置を強く願うところであ

る。 

 

 筑西広域 茨城県 全国 

Ｈ２５ ６０．６％ ６４．３％ ７９．８％ 

Ｈ２４ ５９．７％ ５９．８％ ７７．５％ 

Ｈ２３ ４４．５％ ５４．９％ ７１．１％ 

※筑西広域の調査方法は全戸調査によるもの。 



番号購入年度 題　　　       　　　　　名 時　間 提　　　　　供 

1 Ｓ６３年  関東大震災の秘話、東京壊滅   日本防災協会

2 〃  防火の輪を広げる   (財)日本防火協会

3 〃  老人ホームの防火訓練の実験 ２０分

4 Ｈ元年  あなたと防炎 　〃  (財)日本防炎協会

5 〃  第１３回婦人防火全国大会

6 Ｈ２年  わたしたちの防火 ３５分  (財)日本防火研究普及協会

7 〃  ケンちゃんと防災家族 １８分  (財)日本防炎協会

8 〃  防火の決めて（心の用心・火の用心） ２０分  筑西広域防火管理協議会

9 〃  猛煙からの脱出 　〃  　　  　〃

10 Ｈ３年  ホテル旅館・防火管理の知識   (株)映像センター

11 〃  大型店舗・防火管理の知識   　　  　〃

12 〃  うっかり家の人々（住宅防火） ２０分  (社)日本損保協会

13 Ｈ４年  うっかり町は大騒ぎ（住宅防火） 　〃  　　  　〃

14 〃  台風災害への備え ２２分  (株)読売映

15 〃  もしも、そのとき、火災を科学する ３０分  (財)日本防火研究普及協会

16 〃  高層住宅火災から生命を守る １７分  三危安協会

17 Ｈ５年  火災！あなたの工場は大丈夫？ ３７分  三井海上火災保険(株)

18 〃  うっかり町の屋根の下（住宅防火） ２５分  (社)日本損保協会

19 〃  レッツゴーなかまたち！ １５分  筑西広域防火管理協議会

20 〃  ドラマでわかる初期対応 ２６分  三危安協会

21 Ｈ６年  あなたのお宅は安心ですか？ １８分  (財)日本防炎協会

22 〃  住宅火災から学ぶ ２５分  (社)日本損保協会

23 〃  屋外貯蔵タンクの設置と安全性 ２９分  危険物保安技術協会

24 Ｈ７年  危険物の安全な容器と運搬 ２３分  　  　　〃

25 〃  住宅火災、あなたの家は大丈夫？ ２０分  (社)日本損保協会

26 Ｈ８年  放火対策と防炎製品 １７分  (財)日本宝くじ協会

27 〃  少年消防クラブ　フレンドシップ９６

28 〃  給油取扱所の安全を築く

29 〃  家族ｄｅ防火 ２０分  (社)日本損保協会

30 〃  防炎物品はどのくらい燃えにくいのか ２５分  (財)日本防炎協会

31 〃  チロリン村、トンクルピーじしんようじん １１分  (財)日本防火協会

32 〃  危険物の安全を担って２０年 ３０分  危険物保安技術協会

33 Ｈ９年  考えよう事業所の地震安全策 ３０分  　　　　〃

34 〃  みんなで防災、地震から家族や地域を守るために

35 〃  家族でガッテン住宅防火（3本） ２５分  住宅防火対策推進協議会

36 〃  たっちゃん、ももちゃんのふしぎなたいけん １５分  筑西広少婦防委員会

37 〃  ミニ・アラーム作動確認ビデオ 　１分

38 〃  イナージェンガス消火システム   日昭・林テクノス(株)

39 〃  防火安全を希求して消防機器の検定 ２０分  日本消防検定協会

40 〃  スプリネックス　パッケージ型自動消火設備   (株)ナショナル消防科学

防　火　ビ　デ　オ　一　覧　表
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番号購入年度題　　　       　　　　　名 時　間 提　　　　　供 

41 Ｈ９年  スプリネックス　パッケージ型自動消火設備   ユージー株式会社

42 〃  スプリネックス資料 　　　　〃

43 Ｈ１０年  ご注意"身近な危険物 ２９分  危険物保安技術協会

44 〃  火災から職場を守るには １７分  筑西広域防火管理協議会

45 〃  ズバリ！職場で進める地震対策 ２１分  　　　　〃

46 〃  アニメ－ハチ公物語 １８分  　　　　〃

47 〃  火災原因調査の進め方１ ２３分  消防本部

48 〃  電気火災の鑑識２ １８分     〃

49 〃  アニメーション　レスキューＱ太のかつやく １５分  (財)日本防火協会

50 Ｈ１１年  セルフスタンド　～ルールを守って安全に～ ２９分  危険物保安技術協会

51 〃  「マグニチュード」 ９０分  (財)日本防火協会

52 〃  微小火源火災３ ２３分  消防本部

53 〃  化学火災４ ２２分     〃

54 Ｈ１２年  お年寄り・障害のある人を守る防火・防災対策 ２１分  筑西広域防火管理協議会

55 〃  はれときどきぶたの地震用心日記 １１分  　　　　〃

56 〃  万物創世記 ４５分  消防本部

57 〃  よくわかる単独荷卸しのポイント ３０分  危険物保安技術協会

58 Ｈ１３年  「わたしたちの街はわたしたちが守る」 ３０分  茨城県

59 〃  忍たま乱太郎の地震用心・火の用心 １１分  筑西広域防火管理協議会

60 〃  大地震 ４２分  　　　　〃

61 〃  奥サマは防災じょうず １８分  　　　　〃

62 〃  特定屋外タンクの開放周期と内部点検のポイント ２６分  危険物保安技術協会

63 Ｈ１３年  揺れる列島－災害発生のメカニズム－ ２０分  筑西広域防火管理協議会

64 〃  ホテル旅館・ビルの防災対策 １６分  　　　　〃

65 〃  よくわかる準特定屋外タンク貯蔵所の安全対策 ３１分  危険物保安技術協会

66 Ｈ１４年  忍たま乱太郎の消防隊 １１分  筑西広域防火管理協議会

67 〃  火災の悲劇を防ぐ－防火管理者の役割と責任－ ２２分  　　　　〃

68 〃  石油燃焼機器火災（火災原因調査ビデオ講座） ２２分  (財)消防科学総合センター

69 〃  ガス燃焼機器火災（　　　　　〃　　　　　） ２０分  　　　　〃

70 〃  自動車火災〔構造編〕（　　　〃　　　　　） ２７分  　　　　〃

71 〃  自動車火災〔調査の進め方〕（　　〃　　　） ２３分  　　　　〃

72 〃  危険物の漏えいによる環境汚染を防ぐために ２９分  危険物保安技術協会

73 Ｈ１５年  いのちを守る福祉施設火災の初期対応 ２３分  三危安協・筑西防管協会

74 〃  いのちを守る病院火災の初期対応 ２３分  　　　　〃

75 〃  給油取扱所の安全を築く ３２分  　　　　〃

76 〃  危険物施設の腐食を防ぐ ３０分  　　　　〃

77 〃  ご存知ですか？一人で使える消火栓    ５分  消防防災課

78 〃  危険物６つの扉　～危険物の性状と消火の方法～ ３１分  危険物保安技術協会

79 Ｈ１６年  イザ！というときに役立つ　消防用設備等の取扱い ２０分  筑西広域防火管理協議会

80 〃  自分のところは自分で守る　自衛消防訓練の実施 ２０分  　　　　〃

防　火　ビ　デ　オ　一　覧　表
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81 Ｈ１６年  ちびまるこちゃんの火の用心 １４分  筑西広域防火管理協議会

82 〃  ちびまるこちゃんの地震を考える １３分  　　　　〃

83 〃  稲むらの火 ２１分  　　　　〃

84 〃  ガソリンスタンドの火災防火対策 ２５分  危険物保安技術協会

85 Ｈ１７年地震防災待ったなし！ ２１分  三危安協・筑西防管協会

86 Ｈ１８年問われる防火責任者の責任 ２３分 　　　　〃

87 〃 ハム太郎のとっとこ大事だ！！防災訓練 １３分 　　　　〃

88 〃 危険物施設の火災を防げ！ ３５分 危険物保安技術協会

89 　〃 事務所用途におけるスプリンクラー設備の検証実験 ３２分 日本消防検定協会

90 Ｈ１９年屋外タンク貯蔵所の火災を防ぐ ３０分 危険物保安技術協会

91 　〃 カルガモ親子の火の用心 １３分  三危安協・筑西防管協会

92 　〃 火災から高齢者を守る ２１分 　　　　〃

93 Ｈ２０年セルフスタンドの安全対策 ２６分 　　　　〃

94 　〃 火あそびは火事のもと　ケンタとニャンタの火の用心 １３分 DVD　　 〃

95 Ｈ２１年サル太郎地震には負けないぞ！ １５分 DVD　　 〃

96 Ｈ２２年火災事例から学ぶ　【店舗火災編】 ４４分 DVD　日本防火・危機管理促進協会

97 Ｈ２２年第４類　危険物の火災事故を防げ！ ３０分 DVD 危険物保安技術協会

98 Ｈ２３年みんなで考える　防火安全の知恵 ４２分 DVD　日本防火・危機管理促進協会

99 　〃 火災！逃げ遅れを防げ！【増加している高齢者住宅火災】 ２１分 DVD 三危安協・筑西防管協会

100 　〃 防火管理者の行動 ２３分 DVD 筑西広域防火管理協議会

101 　〃 防火管理者の仕事 ２９分 DVD 筑西広域防火管理協議会

102 　〃 共同防火管理の進め方 １９分 DVD 日本防火研究普及協会

103 　〃 その腐食を見逃すな！～危険物施設の流出事故防止対策～ ３０分 DVD 危険物保安技術協会

104 　〃 こわい火事をふせぐ　－消ぼうしょの仕事－ １６分 DVD 三危安協・筑西防管協会

105 　〃 「防炎品」てすごいね　－防炎化が必要なわけ－ 　９分 DVD 日本防炎協会

106 　〃 地震火災から命を守るために １０分 DVD 消防庁消防技術政策室

107 　〃 暮らしの中で危険物を安全に取り扱うために ２６分 DVD 消防庁危険物保安室

108 Ｈ２４年給油取扱所における事故防止対策～中澤裕子のガソリンスタンド安全レポート～ ３４分 DVD 危険物保安技術協会

109 〃 高齢者の安心・安全のために　家電製品の正しい使い方 １６分 DVD 一般財団法人家電製品協会

110 〃 光と色と音が織りなす　永遠のロマン・花火　ルールを守って楽しい花火 １２分 DVD 日本煙火協会

111 〃 危険物施設におけるヒヤリハット　より高い安全をめざして ３７分 DVD 全国危険物安全協会

112 〃 消防用設備点検の参考（２枚組） 20/14分 DVD (社)茨城県消防設備協会

113 〃 小規模社会福祉施設における自動火災報知設備及び火災通報装置の取扱いと維持管理 ２５分 DVD 日本消防検定協会

114 〃 やめて！ライターあそび　どうぶつ村の消ぼう隊出どう １４分 DVD 三危安協・筑西防管協会

115 〃 どう守る？自分の命　東日本大震災から教えられたこと ２２分 DVD 防火管理協議会

116 〃 おじいちゃんが残してくれたもの～燃えても 燃えない？燃えにくい！～ １０分 DVD 日本防炎協会

117 〃 未然に防ごう！電気器具火災～身近に潜む火災危険～ １４分 DVD 消防庁

防　火　ビ　デ　オ　一　覧　表
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118 Ｈ２５年 映像でわかる地下タンクの概要 ３１分 DVD 危険物保安技術協会

119 〃 職場で取り組む防火管理～あなたの職場は大丈夫ですか～ ３２分 DVD 三危安協

120 Ｈ２６年 映像でわかる移動タンク貯蔵所 ３１分 危険物保安技術協会

121 〃 灯油等の危険物による火災の実態～燃焼機器火災を未然に防ぐ～ １２分 消防庁

防 火 ビ デ オ 一 覧 表
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通 信 指 令 関 係 
 

 

 

平成２６年度消防本部業務重点施策 

「市民の安全を守り、安心できるまちをきずく」 

 

旺盛な指揮と、厳正な規律を有する消防組織を確立し、消防力を最大限に発揮すること

で、市民の安全を守り、安心できるまちをきずく。 

 

 通信指令部門 

７  茨城消防救急無線のデジタル化及び高機能消防共同指令センターの構築 

消防救急無線のデジタル化及び広域化による、消防救急体制の充実強化。 

また、高機能消防共同指令センター運用による高度化・効率化を図り、各種災害へ

の対応力を強固にする。 
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通 信 指 令 業 務 に つ い て 

 

当消防本部では、皆様からの緊急時１１９番通報を受け、各種災害に迅速に

対応するため、情報通信網の充実強化を図り、複雑多様化する災害等から圏民

の生命・身体・財産を守り続けています。 

さて、現在使用されている消防救急無線は、総務省電波法関係審査基準の一

部改正により平成２８年５月３１日までにアナログ方式からデジタル方式に移

行することが決定されています。 

このことから、茨城県内では２０消防本部（３３市町）が共同参画し、水戸

市内原町に「いばらき消防指令センター」を開設準備中です。平成２８年度（予

定）からは筑西広域管内の１１９番は「いばらき消防指令センター」で受信す

ることになります。 

 また、開設後も一人暮らしのお年寄りを対象とした「緊急通報システム」に

ついては消防本部で受け付けし、聴覚・言語障害者からの「１１９番受信ＦＡ

Ｘ等」については「いばらき指令センター」で集約し、関係行政機関との連携

のもとに圏域在住の皆様の突発的な災害や病気等の緊急通報に対応していきま

す。 

茨城県内災害受信の一元管理によって様々な情報の集約が可能となり、従来

から提供してきた消防行政サービスがスケールメリットを生かしてより高度で

効率、効果的なサービス提供が可能となり、圏民生活の安全・安心の向上が図

られます。 
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災害種別 当年件数 筑西市 結城市 桜川市 北関東高速道 県内 県外

一 般 建 物 63 34 10 19

危 険 物

林 野 1 1

車 両 13 7 5 1

爆 発

そ の 他 65 41 4 19 1

小    計 142 83 19 38 1 1

急 病 4,083 2,236 893 954

交 通 551 335 114 102

火 災 6 5 1

自 然 災 害 1 1

水 難

労 働 災 害 83 43 19 21

運 動 競 技 30 14 9 7

一 般 負 傷 864 479 207 178

加 害 30 12 12 6

自 損 行 為 37 25 7 5

転 院 搬 送 855 439 171 245

医 師 搬 送

その他救急 54 32 14 8

救 急 支 援 440 208 125 107

ＣＰＡ支援 388 214 91 83

Ｒ Ａ 連 携 36 10 22 4

小    計 7,458 4,052 1,686 1,720

交 通 事 故 66 44 15 6 1

水 難 事 故 4 4

機 械 事 故 4 2 1 1

建 物 1 1

ガス・酸欠 1 1

その他事故 7 5 1 1

小    計 83 57 17 8 1

焚き火警戒 4 3 1

油 処 理 48 25 6 17

自火報発報 31 13 9 9

怪 煙 17 10 3 4

危険物漏洩 4 3 1

飛び火警戒 1 1

偵 察 176 107 23 46

水 害 調 査 28 9 19

水 害 活 動 1 1

事 後 聞 知 8 4 2 2

Ｒ Ｐ 支 援 29 13 8 8

その他災害 34 13 18 3

小    計 381 202 71 108

合    計 8,064 4,394 1,793 1,874 2 1

い た ず ら 誤 報 重 複 問い合わせ 119 テ ス ト 通 報 訓 練

159 947 277 2,432 38 1,194

緊 通 誤 報 転 送 指令課訓練

27 133 558

市別指令件数
（平成２５年度)

火 災

救 急

合    計

5,765

通報取消状況
（平成２５年度)

救急救助

その他

※救急支援、CPA支援＝ﾎﾟﾝﾌﾟ車・救急車、ＲＡ連携＝救助車・救急車　同時出場

－66－



災害種別

覚知別

携帯電話からの１１９番 66 1,534 35 283 86 2,004 25%

一般電話からの１１９番 53 3,666 23 503 60 4,305 52%

消防の一般電話への通報 12 1,039 22 71 123 1,267 16%

消防署等への駆け付け 1 212 0 2 15 230 3%

消防の自己覚知 1 15 3 1 47 67 1%

緊急通報システムによる覚知 8 128 0 4 50 190 2%

ﾈｸｽｺ道路管制ｾﾝﾀｰ直通電話 1 0 0 0 0 1 1%

合　　計 142 6,594 83 864 381 8,064 100%

要請先 防災ヘリ

出場の可否 飛行 飛行不可 飛行 飛行不可 出場 出場不可 飛行
通信指令課覚知要請 13 17 2 1
現場到着後救急隊要請 2 10 1 14

医療機関要請 1
要請件数合計 1

※自治医大ﾄﾞｸﾀｰｶｰについては、県外医療機関のため協定締結なし。
　収容依頼時病院側判断で出場しているため、要請件数には含めない。
※ヘリの飛行不可理由＝日没後、天候不良、事案重複、要請基準を満たさない等
※栃木ＤＨについては、協定により茨城ＤＨが他事案活動中の場合に限り要請できるものである。

43

覚　知　別　指　令　件　数

（平成２５年度）

火　災 救　急 救急救助 その他

3 14

合　計 割　合連携

救急搬送に伴うドクターヘリ・ドクターカー等要請状況

（平成２５年度）

筑波ﾒﾃﾞｨｶﾙＤＣ茨城ＤＨ 栃木ＤＨ

携帯電話からの119番 

25% 

一般電話(IP) 

からの１１９番 

52% 

消防の一般電話 

への通報 

16% 

消防署等への 

駆け付け 

3% 

消防の自己覚知 

1% 緊急通報システム 

による覚知 

2% 

ﾈｸｽｺ道路管制 

ｾﾝﾀｰ直通電話 

１% 
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緊 急 通 報 シ ス テ ム 構 成 図

利用者宅

ｶﾞｽ漏れｾﾝｻ‐

火災センサー（定温）　 火災センサー（差動）　

ＡＣ100Ｖ

センサー
ローゼット

手元ボタン

ペンダント
受信機

ワイアレス
ペンダント

ＨＮＣ０３Ａ

・協力員

・民生委員

・関係機関

録音機

受信機SS01

MODEM板１枚

ﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀｰﾝ

XL-5300A

様態確認用

電話機録音機

様態確認用

電話機

ＡＣ100Ｖ

相談用電話機

筑西広域事務組合消防本部

無停電
電源

ACﾀｯﾌﾟ

市町村福祉事務所

様態確認のため

出向く

様態確認依頼

指導・連絡

（日常活動）

連絡

（日常活動）

連絡

デモ機

緊
急
監
視

処理装置

FMV‐DP977　CRT

FMV‐KB321　ｷｰﾎﾞｰﾄﾞ

FMV‐M32SB　ﾒﾓﾘｰ

FMPD-242　光磁気ﾃﾞｨｽｸ

FMV‐125　　SCSIｶｰﾄﾞ

FMCD‐411　CD‐ROM

緊急通報（ﾃﾞｰﾀ）

様態確認通話（音声）

様態確認通話（音声）

相談対応・試験通話

市福祉事務所  

 

ﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀｰ  

XL-5300 A  



筑西市 結城市 桜川市 合　計

( 733 ) ( 571 ) ( 428 ) ( 1,732 )

緊急出場 6 4 10
誤報 12 8 20

現場確認出場 1 1
その他相談等 0

緊急出場 7 5 1 13
誤報 15 21 8 44

現場確認出場 1 1
その他相談等 0

緊急出場 5 3 1 9
誤報 35 12 21 68

現場確認出場 1 3 4
その他相談等 0

緊急出場 8 4 2 14
誤報 67 33 17 117

現場確認出場 3 1 2 6
その他相談等 1 1 2

緊急出場 8 3 1 12
誤報 47 32 17 96

現場確認出場 4 1 2 7
その他相談等 0

緊急出場 5 4 3 12
誤報 28 24 10 62

現場確認出場 4 1 5
その他相談等 0

緊急出場 6 3 2 11
誤報 15 25 8 48

現場確認出場 4 1 3 8
その他相談等 1 1

緊急出場 3 5 3 11
誤報 18 12 4 34

現場確認出場 2 2 4
その他相談等 2 2

緊急出場 10 1 4 15
誤報 19 9 5 33

現場確認出場 1 3 4
その他相談等 2 2

緊急出場 10 5 15
誤報 11 6 5 22

現場確認出場 0
その他相談等 0

緊急出場 6 3 1 10
誤報 1 11 4 16

現場確認出場 1 2 3
その他相談等 0

緊急出場 6 2 8
誤報 18 11 3 32

現場確認出場 1 1 2
その他相談等 0

緊急出場 80 33 27 140
誤報 286 204 102 592

現場確認出場 21 5 19 45
その他相談等 5 2 0 7

３　月

合　計

（平成２５年度）

緊急通報システム利用状況

１２月

１　月

２　月

８　月

９　月

市　　　別
　　　　(設置件数)

      月　　別

１１月

４　月

５　月

６　月

７　月

１０月
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  －７０－ 

通 信 施 設 一 覧 表 

（平成２６年４月１日現在） 

品    名 形式又は内容 数  量 

指令装置 
 指令台（主席・副席） 
 指揮台 
録音装置 
 長時間録音装置 
 メモカセット 
指令制御装置 
非常用指令設備 
署所端末装置 
表示盤 
 総合情報表示盤 
 病院運用表示盤  
 車用運用表示盤 
 幹部出退表示盤 
 汎用表示盤 
無線統制台 
 無線統制台 
自動出場指定装置 
無停電電源装置 
指令電送出力装置 
指令電送送信装置 
指令電送出力装置 

地図等検索装置 
地図検索処理装置 
地図入力装置（スキャナー） 
地図出力装置（プリンター） 
気象情報収集装置 
 気象観測装置 
車両動態表示装置 
 車載動態登録装置 
 外部操作盤 
発信地表示システム 
音声合成装置 
 音声合成装置 
順次指令装置 
災害状況等自動案内装置 
携帯・ＩＰ位置情報接続装置 
ファクシミリ装置（聴覚障害者対応） 
        （消防業務用） 
無線設備 
基地局無線装置 
前進基地局無線装置 
無線回線自動選択装置 
無線受令機 
車載無線機 
携帯活動無線 
可搬型無線機 
静止画伝送表示装置 
サイレン吹鳴装置 
放送設備 
庁舎放送設備 
署（分署）出張所放送設備 

車載映像伝送システム装置 

 
ＨＡ－８２０Ｄ 
ＨＡ－８３０Ｄ 
 
ＶＲ－４６４ 
ＩＲ－３００ 
ＨＡ－８２０Ｃ 
ＨＡ－ＨＡＭ０１Ａ 
各署所用 
 
ＨＤＰ２９ 
７０インチプロジェクター 
ＬＤＴ４２ＩＶ 
ＨＤＰ２９ 
５０ＰＤＰ 
 
ＲＣ－６０７２ＤＡ 
指令台組み込み 
ＦＢＩ－ＳＡＵ５０２ 
 
センター用パソコン 
各署所用パソコン 
 
指令台組み込み 
ＥＳ－７０００Ｈ 
ＬＤ－Ｓ５０００ 
 
 
 
 
 
 
 
主席・副席・指揮台 
ＡＲＳ－７０２Ｆ 
ＴＫ－Ｄ３８ 
 
 
 
 
単信・複信 
単信・複信 
統制台組み込み 
ＣＲ－５２７ 
単信・複信 
400メガ/H 
 
ＨＦ－１００ＨＦ－２００ＫＡ 
 
 
 

 
２台 
１台 

 
１台 
６台 
１式 
１式 
１０式 

 
１画 
１画 
２画 
２画 
１画 

 
９面 
３式 
２台 

 
１式 
１０式 

 
３式 
１式 
１式 

 
１式 

 
４５台 
２１台 

 
 

１式 
１式 
１式 
１式 
１式 
１式 

 
６台 
３台 
１台 
１０台 
４５台 
２５台 
５台 
１式 
３台 

 
１式 
９式 
１式 

 



署別 ｃａｌｌ　ｓｉｇｎ 救 市 県 全国123 出力 署別 ｃａｌｌ　ｓｉｇｎ 救 市 県 全国123 出力

ち く せ い し き １ ○ ○ ○○○ 10w ち く せ い ポ ン プ ２ ○ ○ ○○○ 10w

ちくせいちょうさ１ ○ ○ ○○○ 10w
ち く せ い タ ン ク
き ゅ う じ ょ ２

○ ○ ○○○ 10w

ち く せ い タ ン ク ９ ○ ○ ○○○ 10w ち く せ い か が く ２ ○ ○ ○○○ 10w

ち く せ い ポ ン プ １ ○ ○ ○○○ 10w ち く せ い は し ご ２ ○ ○ ○○○ 10w

ち く せ い タ ン ク １ ○ ○ ○○○ 10w ちくせいはんそう２ ○ ○ ○○○ 10w

ち く せ い は し ご １ ○ ○ ○○○ 10w ち く せ い し れ い ２ ○ ○ ○○○ 10w

ちくせいきゅうじょ１ ○ ○ ○○○ 10w 救 急 ち く せ い ２ ○ ○ ○ ○○○ 10w

ち く せ い し れ い １ ○ ○ ○○○ 10w ちくせいタンク２２ ○ ○ ○○○ 10w

ちくせいすいそう１ ○ ○ ○○○ 10w 救 急 ち く せ い ２ ２ ○ ○ ○ ○○○ 10w

ちくせいはんそう１ ○ ○ ○○○ 10w ち く せ い ポ ン プ ３ ○ ○ ○○○ 10w

救 急 ち く せ い １ ○ ○ ○ ○○○ 10w
ち く せ い タ ン ク
き ゅ う じ ょ ３

○ ○ ○○○ 10w

ち く せ い タ ン ク ５ ○ ○ ○○○ 10w ちくせいパトロ－ル３ ○ ○ ○○○ 10w

ち く せ い し れ い ５ ○ ○ ○○○ 10w ち く せ い し れ い ３ 　 ○ ○ ○○○ 10w

救 急 ち く せ い ５ ○ ○ ○ ○○○ 10w 救 急 ち く せ い ３ ○ ○ ○ ○○○ 10w

ち く せ い タ ン ク ６ ○ ○ ○○○ 10w ち く せ い ポ ン プ ４ ○ ○ ○○○ 10w

ち く せ い し れ い ６ ○ ○ ○○○ 10w ち く せ い タ ン ク ４ ○ ○ ○○○ 10w

救 急 ち く せ い ６ ○ ○ ○ ○○○ 10w ち く せ い し れ い ４ ○ ○ ○○○ 10w

ち く せ い タ ン ク ７ ○ ○ ○○○ 10w 救 急 ち く せ い ４ ○ ○ ○ ○○○ 10w

ち く せ い し れ い ７ ○ ○ ○○○ 10w ち く せ い タ ン ク ８ ○ ○ ○○○ 10w

救 急 ち く せ い ７ ○ ○ ○ ○○○ 10w 救 急 ち く せ い ８ ○ ○ ○ ○○○ 10w

ちくせいポンプ１１ ○ ○ ○○○ 10w ち く せ い し れ い ８ ○ ○ ○○○ 10w

救 急 ち く せ い １ １ ○ ○ ○ ○○○ 10w 救 急 ち く せ い ３ ３ ○ ○ ○ ○○○ 10w

     市＝市波　　　救＝救急波　　　全国１２３＝全国共通波１波・２波・３波

消　防　無　線　装　置

(平成２６年４月１日現在)

協和

川島

本部

関城

明野

桜川

筑西

真壁

大和

本部

結城

結城南
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気　　　　　　　象

風　　　　　速
（平成25年度）

気　　　　　温
（平成25年度）

湿　　　　　度
（平成25年度）

24.5  

29.5  
30.9  

37.3  38.6  
35.4  

31.9  

21.2  
16.2  16.0  

17.8  

23.3  

12.3  
17.8  

21.3  

25.1  27.0  

22.8  

17.6  

9.7  
5.2  2.9  3.4  

7.1  

0.2  4.1  

12.5  
17.9  

18.3  

9.9  
5.1  

-1.4  -4.0  
-3.1  -1.9  

-1.2  

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

4月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

℃
 

最高気温 

平均気温 

最低気温 

93.3  93.5  95.0  94.8  94.8  94.6  95.0  94.4  93.1  93.2  95.0  

94.4  

68.3  
71.6  

81.3  80.9  77.5  78.8  81.2  

71.9  

71.2  
65.8  

72.0  

68.1  

39.1  
43.0  

56.6  56.8  
50.8  52.6  

58.5  

43.4  41.9  37.2  
46.0  

41.5  

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

%
 

最高湿度 

平均湿度 

最低湿度 

26.6  

15.6  12.3  

20.0  

22.8  

26.6  

32.5  

14.4  18.2  

12.6  

13.8  13.6  

3.7  3.1  2.6  2.4  2.3  2.9  3.0  2.1  2.6  2.4  2.6  3.2  

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

m/s 

最高風速 

平 均 
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大雨① 1 3 3 7 3 17

大雨② 4 3 9 4 20

洪水 4 3 9 4 20

暴風 3 3 6

暴風雪

大雪 6 6

計 1 11 9 28 14 6 69

強風 30 3 3 3 9 21 9 21 18 15 24 156

大雨 6 4 13 26 25 29 16 1 3 123

洪水 4 4 11 26 26 24 15 1 3 114

乾燥 12 3 6 9 12 6 15 63

濃霧 36 48 42 24 12 24 21 6 3 3 219

霜 36 9 6 63 3 117

雷 15 24 27 51 48 21 21 18 12 6 15 258

低温 9 48 30 15 102

風雪 6 6

大雪 9 9

着雪 6 6

計 103 83 102 148 123 95 103 119 51 84 87 75 1,173

気象情報発表状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２５年度）

降　　水　　量　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２５年度）

天　気　日　数　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２５年度）

16 7 8 9
　　　月

区分
4 5

大雨①は大雨土砂災害警報　大雨②は大雨浸水害警報を表します。
平成２５年８月３０日から特別警報の運用を開始しました。平成２５年度に特別警報は発表されていません。

注
意
報

2 3 計

警
報

10 11 12

11  11  
7  

15  

24  

18  
15  15  

23  22  
17  

13  

12  14  
18  

9  

6  

8  12  11  

6  7  

10  

12  

7  
6  5  7  

1  
4  4  4  

2  2  

1  6  

0

10

20

30

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

日
 

雨・雪 

曇り 

晴れ 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

㎜
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消 防 団 関 係 
 

 

 

 

 



840 (18) 1 44 (1) 44 (1) 44 (1) 132 (3) 553 (12) 44

262 (11) 1 11 (1) 11 (1) 0 38 (2) 191 (7) 10

561 (12) 1 37 (1) 37 (1) 37 (1) 74 (2) 359 (7) 36

1,663 (41) 3 92 (3) 92 (3) 81 (2) 244 (7) 1,103 (26) 90

※(　）内は女性消防団

市 別 在 職 年 数 団 員

（平成26年4月1日現在）

桜川市 7

※(　）内は女性消防団

32

計

結城市 3

16

団員

9

部長 班長

合計

市別

筑西市 6 16

車両

7

市 別 階 級 別 人 員

（平成26年4月1日現在）

階級
団長 副団長 本部員 分団長 副分団長

840 (18) 293 (8) 237 (10) 134 79 38 20 39

262 (11) 147 (11) 70 19 13 6 1 6

561 (12) 194 (12) 133 127 66 35 5 1

1,663 (41) 634 (31) 440 (10) 280 158 79 26 46

桜川市

結城市

筑西市

合計

３０年未満

１５年以上

市別 未満 １０年未満 １５年未満 ２０年未満

計

２５年未満

１０年以上 ２０年以上 ２５年以上
在職　

５年以上５年

３０年以上
年数

－７４－



年齢 平均

市別 年齢

筑西市 840 (18) 14 70 (1) 158 (3) 225 (1) 167 (9) 101 (4) 59 40.4(41.3)

結城市 262 (11) 6 (2) 22 56 (4) 97 48 (2) 17 (1) 8 (2) 38.3(36.9)

桜川市 561 (12) 27 80 139 (2) 173 (1) 94 (4) 29 (1) 11 (4) 36.4(44.6)

合　　計 1,663 (41) 47 (2) 172 (1) 353 (9) 495 (2) 309 (15) 147 (6) 78 (6) 38.4(40.9)

消防団員階級別年齢状況

平成26年4月1日

※（　）内は女性消防団

45

36

4 4

2

32

～ ～ ～ ～

26

※（　）内は女性消防団

0

0

5 1

55

以

35 60満

未 ～

30

～

50

6126 4641

2 23 21

～ ～

40

市 別 消 防 団 員 年 齢

平成26年4月1日現在

計

20 20 31

25 上

51 56

4 4

45 (2) 45 (2)

172 (1) 1 2 169 (1)

349 (9) 3 7 6 35 (1) 298 (8)

506 (2) 1 24 23 25 94 339 (2)

307 (14) 1 5 28 29 30 (1) 63 (5) 151 (8)

146 (6) 7 17 (1) 22 (3) 8 28 64 (2)

76 (7) 4 6 9 (2) 7 7 (1) 18 (1) 25 (3)

32 4 6 8 3 2 3 6

26 3 7 7 3 1 2 1 2

1,663 (41) 3 16 32 92 (3) 92 (3) 81 (2) 244 (7) 1,103 (26)

３６～４０

３１～３５

本部員 分団長 班長部長副分団長副団長

合　　　計

60歳以上

５６～６０

５１～５５

４６～５０

４１～４５

２６～３０

２０～２５

団員
年齢

２０歳未満

階級
計 団長

－７５－



－７６－ 

消 防 本 部 ・ 署 ( 分 署 ) 所 在 地 

署 ・ 所 名 所 在 地 電 話 番 号 

消 防 本 部 〒308-0803 

筑西市直井 1076 番地 

 

（ 代 表 ）  0296-20-0119 

総 務 課  0296-24-4552 

警 防 課  0296-24-4104 

予 防 課  0296-24-4589 

通 信 指 令 課  0296-20-0188 

ﾃ ﾚ ﾎ ﾝ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ  0296-25-0111 

Ｆ  Ａ  Ｘ  0296-24-5444 

筑西消防署   0296-24-4504 

筑西消防署 

関城分署 

〒308-0129 

筑西市上野 1045 番地 1 

  0296-37-2444 

Ｆ Ａ Ｘ  0296-37-6144 

筑西消防署 

明野分署 

〒300-4515 

筑西市倉持 1123 番地 1 

  0296-52-1581 

Ｆ Ａ Ｘ  0296-52-2789 

筑西消防署 

協和分署 

〒309-1107 

筑西市門井 1976 番地 1 

  0296-57-3479 

Ｆ Ａ Ｘ  0296-57-4444 

筑西消防署 

川島出張所 

〒308-0855 

筑西市下川島 771 番地 1 
  0296-28-0119 

結城消防署 
〒307-0004 

結城市みどり町二丁目３番地 

  0296-32-5145 

Ｆ Ａ Ｘ  0296-32-7667 

結城消防署 

結城南出張所 

〒307-0031 

結城市大字大木 1138 番地 
  0296-35-0930 

桜川消防署 
〒309-1213 

桜川市西桜川二丁目 29 番地 

  0296-75-3592 

Ｆ Ａ Ｘ  0296-76-1206 

桜川消防署 

真壁分署 

〒300-4406 

桜川市真壁町山尾 793 番地 

  0296-55-2403 

Ｆ Ａ Ｘ  0296-54-0758 

桜川消防署 

大和分署 

〒309-1242 

桜川市羽田 1000 番地 

  0296-58-6851 

Ｆ Ａ Ｘ  0296-58-6852 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年度全国統一防火標語 
 

 

 

 

 

 

 

『もういいかい 火を消すまでは まあだだよ』 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年 ７月刊行  

 

発   行  筑西広域市町村圏事務組合消防本部  

 

編   集  筑西広域消防広報委員会  

 

電   話  ０２９６－２０－０１１９（代）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


	表紙～目次
	総務関係
	警防関係
	通信指令関係
	消防団関係

